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概要  

 

インターネットやスマートフォンの普及により，EC 市場は世界中

で急速な成長を遂げてきた．さらに，EC 化率も右肩上がりの成長が

続いている． EC 化率とは市場全体に占める EC の割合である．  

EC 市場には多くのネット店舗が存在しており，実店舗と同じ商品

が販売されている．けれども，商品価格の変動は，ネット店舗と実

店舗では大きく異なる．実店舗においては，商品価格が 1 日のうち

に何度も変更されたり，日毎に異なることは滅多にない．さらには，

異なる実店舗間で同一商品の販売価格を比較した際，大きな差がつ

くことは珍しい．一方，ネット店舗では時間単位で商品価格が変動

し，異なる店舗間での価格差は殊更に大きい．EC 市場では，価格が

比較されやすい環境が整っているため，需要と供給のバランス変化

や過当競争によって，こうした価格変動が起こりやくなると考えら

れる．  

前述の通り，EC 市場には多くのネット店舗が存在している．その

ため，インターネット上に店舗を構えただけでは消費者の目に留ま

ることは無い．そこで，ネット店舗が集客する手段の一つとして，

プラットフォームへの出店がある．ここでのプラットフォームとは，

売り手と買い手を繋ぐ「場」を提供する存在である．EC 市場でプラ

ットフォームビジネスを展開する代表的な企業として，仮想ショッ

ピングモールを運営する楽天， Amazon，ヤフー，さらには価格比較

サイトを運営する価格 .com がある．  

消費者はプラットフォームを利用することで，欲しい商品を横断

的に検索でき，さらには最安価格を提示する店舗を簡単に見つける

ことができる．このような市場環境の中，価格 .com は価格情報に特

化しており，同一商品を取り扱うネット店舗が価格の安い順番にラ

ンキング表示されている．そして，このランキングは日に何度も更



新されるため，ネット店舗は市況を独自に判断し，都度価格変更を

行っている．  

価格 .com では，現時点でのランキング情報の他，日毎の最安価格

と平均価格の推移を過去 2 年分参照することができる．一般的に，

商品価格は新製品として市場に投入された時点が最も高額となり，

その後，時間経過と共に下落していくと言われている．しかしなが

ら，価格 .com の価格推移情報を参照すると，実店舗市場の価格推移

と比較して，およそ見当がつかない値動きになっている商品も少な

くない．  

本来，事業者としては，実店舗のように価格変動が小さい方が，

安定した収益を上げやすい．けれども，EC 市場においては不安定な

価格変動が起きることもあるため，仕入と販売のタイミングによっ

ては，短期間で損失を出してしまうことも起こりえる．   

そこで本研究では，EC 事業者が仕入・販売価格を決定する一助と

なるべく，EC 市場における価格変動メカニズムを探索することを目

的とする．  

まず，価格比較サイトの最安価格と平均価格の情報から，価格変

動が小さくなる期間を抽出する方法を提案する．競争原理から考え

れば，最安価格につられて平均価格も下がることが予想される．こ

の点に着目して，最安価格と平均価格の価格変動の相関性を分析し，

その結果を検証する．  

次に，価格比較サイトの情報を利用して仕入・販売価格を決定し

ているネット店舗の販売実績から，粗利の経時変化が類似傾向とな

る商品群を抽出する方法を提案する．粗利とは，販売価格から仕入

価格を差し引いたものである．  

事業者は，商品の価格設定と在庫の回転率を考慮して利益の最大

化を図る．そのため，粗利の傾向を把握することによって，販売の

効率を高めることが期待できる．具体的には，販売価格と粗利の変

化率を基にクラスタリングを行い，グループ分けされた商品群の時

間経過に伴う粗利の傾向を分析し，その結果を検証する．  
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第1章   

緒論 

 

近年，国内における小売市場規模が横ばいで推移する一方，EC 市

場規模は右肩上がりの成長を続けている．この背景として，インタ

ーネット利用者数の増加やスマートフォンの普及が挙げられる．こ

れまで消費者は，実店舗に赴いて商品を購入することが一般的であ

った．しかし，現在ではインターネットを介していつでもどこから

でも商品が購入できるようになった．このような IT 技術の向上によ

る生活環境の変化は，消費者の購買行動を変容させ，小売業界に変

革をもたらした [Kitamura etal .  00] [METI 05] [METI 19] [Suzuki 12]． 

EC 市場は，これまでの小売市場の優れた点を取り入れることでも，

その成長を加速してきたと言える．例えば，実際のデパートのよう

に多種多様な商品を揃えた仮想ショッピングモールはそのひとつで

ある．仮想ショッピングモールは，物理的な制約を受けないため，

売場の面積には限りが無い．そのため，多くのインターネット店舗

(以下，ネット店舗と呼ぶ )が出店しており，多大な集客効果をもた

らしている．このような仮想ショッピングモールは，売り手と買い

手の双方に利点を提供していることから，両面性市場を形成してい

るプラットフォームと呼ばれることもある．仮想ショッピングモー

ルを運営している代表的な企業には，楽天，Amazon，Yahoo などがあ  

る [Nakata 08] [Amano 20]．   

EC 市場の成長とともに，決済方法の多様化や配送の利便性向上な

ど，ネット店舗での購買環境も整備された [Tsushima 06][Hayashi & 

Nemoto 16]．その結果，消費者が商品を購入する際，ネット店舗と

実店舗の垣根は無くなってきたと言える．けれども，商品の性質や

購入目的によっては，未だ実店舗の方に優位性があるケースも少な
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くない [Kajihara.  13]．しかしながら，このことをもってネット店舗

が実店舗に劣っているということにはならない．ネット店舗は，立

地に左右されることも無いし，開店や閉店などの時間制限も無い．

そのため，消費者はいつでも好きな時間に商品を購入することがで

き る ． こ の こ と は ， 実 店 舗 に は な い 強 み と な っ て い る [Eboshi 

09][Takahashi 18]．  

このように，ネット店舗・実店舗はそれぞれ販売上の強みを持っ

ている．それ故，それぞれの強みを活かすため，ネット店舗と実店

舗を併用する戦略を採用している事業者も数多く存在している．オ

ムニチャネル戦略はその一つである．オムニとは，ラテン語で「全

て」という意味があり，チャネルとは「経路・道筋・ルート」など

の意味がある．つまり，オムニチャネル戦略とは，ひとつの販売経

路だけでは無く，複数の販売経路を活用した戦略のことを意味する．

この戦略を採用する事業者は，既に実店舗を構えているケースが多

く，反対にネット店舗専業の事業者が実店舗を新たに出店するケー

スは少ない．このことは，ネット店舗の出店コストが低いことに起

因している [Kumakura 17]．  

 さらにネット店舗と実店舗の運営コストを比較すると，地代家賃

や人件費などの固定経費は当然にネット店舗の方が低くなる．本来，

事業者の収益は固定経費を満足した上に成り立つ．このことから，

運営コストの面で優位性のあるネット店舗では，実店舗よりも商品

価格を安価に設定できる傾向にある．これらの背景は周知の事実と

なっており，実店舗よりもネット店舗の方が商品を安く手に入れら

れると考えている消費者は多い [Kurosawa etal .  01] [Kawai.  11]．  

EC 市場が一定規模に成長してから，ショール―ミングという言葉

が提唱されるようになった．ショール―ミングとは，実店舗をショ

ールーム代わりにして，実際の商品購入はネット店舗で安く手に入

れようとする消費者の購買行動を指す．こうした消費者行動は多く

の実店舗を脅かすこととなった．オムニチャネル戦略を採用する事
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業者が増加したのは，こうした消費者行動の変化に対応するためで

ある [Yoshii  15]．  

このように，ネット店舗と実店舗は，同一商品を取扱っているに

も関わらず，商品自体の性質や消費者の購買行動によって使い分け

されることが多い．そのため，店舗を運営する事業者においては，

販売チャネル毎に消費者の購買行動を分析し，それに合わせたマー

ケティング戦略を取る必要が出てくる [Yamamoto 11][Nakagawa & 

Ono 16]．そして，もう一つネット店舗と実店舗には大きな違いが存

在している．  

一般的に商品価格は，新製品として市場に投入された時点が最も

高額となり，その後時間経過と共に下落していくと言われている．

しかし，EC 市場においては，単純下落にはならず，市場環境によっ

ては価格が上昇する場合も少なくない．このような価格変動が起き

る要因の一つとして，価格比較サイトの存在が挙げられる．価格比

較サイトとは，各ネット店舗の商品価格を一斉に比較でき，最安価

格を検索できるサイトである．そして，日本における代表的な価格

比較サイトには，価格 .com がある．  

EC 市場では，価格比較サイトの影響によって，価格が比較されや

すい環境が整っていると言える．そして，こうした環境は同時に，

商品の需要と供給の変化を見えやすくし，さらには，価格競争を引

き起こしやすいという特徴を併せ持っている．例えば，商品在庫が

市場に潤沢に流通している際は，価格下落圧力が強まる傾向がみら

れる．一方で，人気商品や品薄商品に関しては，逆に価格が高騰す

るなどの現象が起こる [Mizuno 12]．  

このような現象は，実店舗においてはほぼ生じてない．中古市場

においては ,同じような現象がみられることもあるが，価格変動の周

期は短くても数日という単位である．ところが，ネット店舗におけ

る価格変動は時間とか分単位で生じている．つまり，この商品価格

の流動性こそが実店舗との大きな違いであり，EC 市場の特徴と捉え
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ることができる．  

ネット店舗は，実店舗とは異なり直接的な接客が存在しない．そ

のため，実店舗と比較すると，価格以外の面での差別化が難しい．

さらに，ネット店舗は低コストで出店できる上に，物理的な制約を

受けないことから，参入する事業者も多く，競争が激しくなりやす

い環境にある．こうしたことから，EC 市場では，消費者の価格に対

する感応度が強くなる傾向にある．  

このような市場環境の中，価格 .com のサイトでは，販売価格が安

い順番にネット店舗をランキング表示させる仕組みとなっている．

さらに，サイト内の価格情報は日に何度も更新され， 1 円単位の値

下げ競争が起きている [Kondo 12]．  

EC 市場は参入障壁が低いことから，小規模のネット店舗が多く存

在している．そのため，大量の在庫を保有しているような大型店舗

の割合は少ない．このことも頻繁に起こる価格変動の一要因となっ

ている．例えば，価格 .com のサイト内では，ランキング 1 位のネッ

ト店舗の在庫がなくなると，ランキング 2 位のネット店舗の価格が

1 位に繰り上がるなどの状況が生じ，最安価格が頻繁に入れ替わり

を起こすからである．  

ネット店舗を運営する EC 事業者が，新たに商品の販売価格を設定

する際，価格比較サイトに登録されている当該商品の価格は，当然

の如く考慮すべき情報となる．販売の回転率を高めたいのであれば，

ラ ン キ ン グ が 高 く な る 価 格 を 設 定 す る と い う よ う な 具 合 で あ る

[Kaneko 16]．このような販売戦略は日本のみならず，世界各国の EC

事業者も行っている [Yamashita 04]．さらに EC 事業者は，当該商品

の仕入価格を決定する際にも，価格比較サイトの情報を参考にして

いる． EC 事業者は，仕入価格に利益を加え販売価格を決定するが，

価格比較サイトの情報から利益が出せる仕入価格かを推察するため

である．  

このように，価格比較サイトの情報を活用しているのは，消費者
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だけではない．EC 事業者も仕入価格と販売価格の決定に利用してい

る．すなわち，価格比較サイトの情報は，当該商品の相場を示して

いる情報という事がいえる．  

前述の通り，EC 市場では商品の需給バランスや過当競争によって

価格変動が引き起こされている．本来，実店舗のように価格変動が

小さい方が，事業者としては安定した収益を上げることが可能であ

る． けれども，EC 市場においては価格変動が大きいため，事業者は

仕入価格や販売価格の設定に苦慮することになる．   

そこで本研究では，EC 事業者が仕入価格や販売価格を決定するた

めの一助となるべく，価格比較サイトから取得した価格データと EC

事業者が実際に行った取引データの両面から分析を行い，EC 市場の

価格変動メカニズムを探索することを目的とする．  

本論文は 6 章で構成され，次章以降における内容は次の通りであ

る．第 2 章では，先行研究を交えながら，EC 市場を取巻く環境を整

理し，その特徴を述べる．第 3 章では，価格比較サイトから取得し

た価格情報を用いて，商品価格の変動傾向について分析を行う．第

4 章では，実際のネット店舗が取引した仕入・販売データを用いて，

類似傾向を示す商品群のグルーピングを行い，それらの商品群の時

間経過に伴う特徴を分析する．第 5 章では，前章でグルーピングさ

れた商品個々の傾向を分析し，商品のライフサイクルを推定する手

法を提案する．そして最後の 6 章では，これらの研究をまとめた結

論を述べる．  
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第2章   

EC 市場の特徴 

 

 本章では，EC 市場を取巻く環境について，先行研究を交えながら，

その特徴について整理する．  

 

 

2.1 EC 市場の定義  

  

EC とは，“ Electronic Commerce”の略称であり，インターネット

などのネットワークを介して商品情報を発信し，決済を行う取引形

態を指す．そして EC 市場は，財やサービスを提供する複数のネット

店舗で構成されている．さらに， EC 市場は「売り手」と「買い手」

それぞれ対象の違いから，「 BtoB-EC」，「 BtoC-EC」，「 CtoC-EC」の 3 種

類に大別される [ECOM 01][Arakawa 02]．  

BtoB とは， Business to Business の略称であり，企業間取引のこ

とを指す．ネットを介した企業間の受発注システム等に利用される

ことが多い．BtoC とは，Business to Customer の略称であり，企業

と個人の取引のことを指す．消費者がネット店舗から商品を購入す

る際の取引はこれ に該当する．最後 に CtoC とは， Customer to 

Customer の略称であり，個人間取引のことを指す．こちらは近年増

加しており，ネット上のフリーマーケットやオークションなどの仕

組みを使って個人同士が売買する取引形態となっている [Matsuyuki 

02] [Shigemi 02]．  

このように単に EC 市場と言っても，その取引形態は様々であり，

各国で統一された基準はない．この点に関して， [METI 19]では，

[OECD 09]による EC の定義として，表 2.1 のようにまとめている． 
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表 2.1 においては，EC の定義を広義と狭義に分けているが，本論

文では特に断りの無い場合，狭義 EC の定義を踏襲し，さらに EC 市

場については「 BtoC-EC」のことを指すものとする．  

 

 

表 2.1 OECD による EC の定義  

 

資料出所： [METI  19]  
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2.2 物販分野における EC 市場規模の変遷  

 

EC 市場規模の変遷に関して，物販分野における日本市場での実績

と世界市場の成長予測を傍観する．  

図 2.1 は日本国内における BtoC-EC の市場規模を示している．棒

線は市場規模を示しており，単位は億円である．折れ線はこの分野

における EC 化率を示している．この表における EC 化率とは，物販

分野における EC の割合を指している． 2010 年以降，市場規模は右

肩上がりの成長が続いており，EC 化率も同様に伸びていることが分

かる．  

図 2.2 は世界市場の成長予測を示したものである．棒線は市場規

模を示しており，折れ線のうち %change は前年対比での伸び率，%of 

total retail sales は物販分野全体の EC 化率を示している．前年

比の成長率としては，2017 年以降は鈍化傾向であるものの，市場規

模は拡大を続けていく予測となっている．一方，EC 化率は右肩上が

りの成長を続けており，数年後には物販分野の 20%強が EC 市場にな

る予測が立てられている．  

このように，EC 市場が成長しているのは，日本国内だけに限った

こ と で は な く ， 諸 外 国 に お い て も 同 様 の 傾 向 が あ る と 言 え る

[Maekawa 02][Masuda 12] [Takahashi 19]．それどころか，日本国内に

おける EC 市場規模や EC 化率は，世界市場と比較しても高い水準で

は無い [Sugiyama 01]．このことを踏まえて日本市場を俯瞰してみれ

ば，今後も EC 市場規模や物販分野における EC 化率が進捗していく

ことは想像するに容易い [Oota 01]．  
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資料出所： [METI  19]  

図 2.1 BtoC-EC の市場規模および EC 化率の経年推移  
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資料出所：eMarketer ,May2019 

図 2.2 BtoC-EC の世界市場規模および EC 化率の経年予測  
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2.3 EC 市場におけるプラットフォームビジネス 

 

EC 市場は，インターネットやスマートフォンの普及により創出さ

れたビジネスである．しかしながら，どのような市場であっても，

利用する側の利便性が低ければ持続的な成長は見込めない．この点

に関し，EC 市場の成長を加速させたビジネスモデルとして，プラッ

トフォームビジネスが挙げられる．  

プラットフォームとは，英語の「 Platform」が語源であり，本来，

壇上や高い足場など，他よりも一段高くて平らな場所を意味する．

ニュアンス的には「土台」としての意味合いで使われることもある．

この語源が変化して，IT 関連分野においては，ソフトウェアやシス

テムなどが動作する基盤という意味合いで使われるようになってき

た． EC 市場においては，財やサービスなどの情報を提供する「場」

としての意味合いで使われることが多い．そして「場」を形成する

ためには，情報の発信者 (売り手 )と受け手 (買手 )の存在が必要とな

る．   

両面性市場について，[Rochet & Tirole 06]は，1 つあるいは複数の

プラットフォームが，エンドユーザー間の相互作用を可能にする市

場を提供し，両者を誘導することで利益を得る枠組みと定義してい

る．また [Ezoe 09]は，両面性市場を「売り手，買手などの異なった

タイプの顧客・ユーザーが存在し，それらの市場は相互に補完関係

にあり，相手の存在なしでは成立せず，これらの複数のタイプのグ

ループつなぐことで付加価値を創造するような市場構造である」と

定義している．両面性市場における売り手と買い手の相互作用，プ

ラットフォームの役割について [Joo 16]は，「プラットフォームに参

加する他のグループのエンドユーザーの行動に影響を受ける間接的

外部効果の存在は両面性市場のもっとも顕著な特徴のひとつとなる」

としている．  

EC 市場において，プラットフォームがもたらす間接的外部効果と
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は，買い手グループの利用者が増加するほど，売り手グループにと

っては，集客効果が高まり，利益を獲得する機会が増大することを

意味する．逆の場合も同様であり，売り手グループが増加するほど，

買い手グループの利便性は増大する [Nakata 12]．このようにして，

買い手グループと売り手グループは互いに補完し合う関係を構築し

ている．このようなプラットフォームビジネスを展開している代表

的な企業には，モール型 EC サイトを運営する楽天，Amazon，Yahoo，

そして価格比較サイトを運営する価格 .com などがある [Monden 19]． 

消費者は，モール型 EC サイトを利用することで，欲しい商品を取

り扱っている店舗やその評判，価格等の情報を横断的に探すことが

できる．一方，ネット店舗は，これらのサイトを活用することで一

定の集客効果が期待できる [Eboshi 08]．このことからも，モール型

EC サイトは，売り手と買い手の双方に利点を提供している両面性市

場を形成しているプラットフォームであると捉えることができる．   
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2.4 モール型 EC サイトの特徴  

 

モール型 EC サイトは，実市場における百貨店のような形態をとっ

ており，仮想ショッピングモールと呼ばれることもある．買い手サ

イドからは，一見同じような形態に見えるが，売り手サイドからは

「出店型」と「出品型」に分類される．出店型は，各事業者が実市

場におけるテナントのように出店する形式で，モール内に自社のサ

イトを設けてそこに商品を出品する．楽天や Yahoo はこれに該当す

る．一方，出品型は，特定のジャンルに各事業者が商品のみを出品

する形式で，一つの商品から出品することも可能である．Amazon は

これに該当する．さらに，売り手がモール型 EC サイトを利用するに

当たっては，初期費用・月額費用・販売手数料などが発生する [Ryu 

& Li 16]．  

このように，モール型 EC サイトはそれぞれ異なる収益モデルで運

営されている．図 2.3 に Amazon の商品ページを，図 2.4 と図 2.5 に

それぞれ楽天のヤフーの商品ページを示す．Amazon の商品ページは

出店している全ての事業者で共通となっており，商品価格は最安価

格を提示している事業者の価格のみが表示されている．これに対し，

楽天や Yahoo では出店している事業者毎に商品ページが作られてお

り，それぞれの出店者によって掲載する写真の枚数や説明は異なる．

この点に関して，楽天や Yahoo はショップサイトに力を入れており，

Amazon は消費者が商品を探索しやすいように力を入れいていると

言える．このことから [Hatakama 12]は，楽天の一番の顧客は出店し

ている事業者であり，Amazon の一番の顧客は消費者である事がうか

がえるとしている．  

近年，ネット店舗は増加の一途をたどり，多くのネット店舗では

自社サイトのみでの集客が難しくなってきた．そのため，自社サイ

トと併用して，高い認知度とシェアを誇るプラットフォームに出店

する事業者が増加している．ネット店舗にとって，プラットフォー
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ムに出店する最大のメリットは集客効果にある．一方で，モール型

EC サイトに出店するデメリットも存在する．例えば，プラットフォ

ームが提供するポイント施策などのコストを負担させられることや，

価格比較による熾烈な価格競争に巻き込まれやすくなることである． 

ネット店舗を運営する EC 事業者が収益を最大化させるためには，

それぞれのモール型サイトの戦略を理解し，自社の戦略と照らし合

わせて，出店先を選択することが必要である [Hatakama 17] [Taguchi  

19]．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 Amazon の商品ページ  
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図 2.4 楽天の商品ページ 

図 2.5 Yahoo の商品ページ  
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2.5 価格比較サイトの特徴  

 

 価格比較サイトとは，複数の事業者が提示する商品やサービスの

販売価格を一覧にした Web サイトである．また，単に欲しい商品や

サービスの価格を横断的に検索できるだけでなく，事業者の評判や

商品の口コミ情報も入手できる機能が備わっており，購入先のリン

クまで用意されている．  

消費者にとって，欲しい情報を網羅的に収集することができる利

便性の高さから，価格比較サイトは高い集客効果をもたらしている．

そのため，小売業，飲食業，不動産業，旅行代理店業など幅広い分

野において価格比較サイトが普及してきている．とりわけ，本論文

の調査対象である EC 市場においては，価格比較サイトの代表格とし

て価格 .com が挙げられる．  

価格 .com とは，株式会社カカクコムが運営する Web サイトの名称

であり，パソコンやカメラなどの家電製品を中心とした価格比較サ

イトである．価格 .com のサイトによれば， 2017 年 12 月時点におい

て，登録商品数 100 万点以上，月間 7 億 5807 万 PV，月間約 6200 万

のユーザーが訪れているとされている．  

EC 事業者は集客を目的として，価格 .com に商品の販売価格を登録

し，価格 .com は各 EC 事業者の運営するサイトへの送客によって収

益を上げる．具体的には，EC 事業者は保有している商品の販売価格

を登録し，在庫が無くなると登録を解除する．一方，価格 .com は EC

事業者の登録した商品の販売価格を既存のランキングに加え，EC 事

業者の運営する店舗サイトのリンクを設ける．消費者が EC 事業者の

運営する店舗サイトのリンクをクリックし，価格 .com のサイトから

移動したときに，送客報酬が発生するという仕組みである．  

さらに，価格比較サイトの提供している商品の最安価格情報は，

消費者にとっての外的参照価格を形成するケースが多く見られると

も言われている [Rajendran & Tell is  94][Kondo 15]．参照価格とは，一
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般に消費者が購買判断のときに参考として使う価格のことである．

外的参照価格とは消費者が購買環境から外的に入手可能な参照価格

を指す．これに対し，内的参照価格とは，消費者が記憶から思い浮

かべる参照価格のことである，  

[Okuse 14]は，薄型テレビや冷蔵庫などの家電製品のように，価格

比較サイトなどのウェブサイトで価格の比較が容易な製品について

は，ウェブサイト上の最低価格を利用する消費者が多いことからも，

外的参照価格が利用できる場合には，内的参照価格に依存しない可

能性があるとしている．さらに [Kondo 10]は，消費者が価格比較サイ

ト上の価格情報を利用することが多くなると，特にネット店舗選択

行動に強く影響し，ネット店舗間で価格競争圧力が高まると考えら

れるとしている．  

このように，価格比較サイトの提供している商品の口コミ情報や

価格情報は，消費者の相場感に影響を与え，そのことが EC 事業者の

競 争 を 煽 る 結 果 に も 繋 が っ て い る こ と が 推 測 さ れ る [Kondo 11] 

[Kondo 14]．  
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2.6 価格比較サイトにおける価格推移の具体例  

 

緒論でも述べた通り，実市場と EC 市場では商品価格の変動に大き

な違いが生じている．この点に関して，価格 .com に掲載された商品

の価格推移を取り上げて説明する．  

図 2.6 は価格 .com に掲載されているノートパソコンの売れ筋一覧

を抜粋したものである．画面左から，商品の写真，最安価格とそれ

を提示している店舗情報・価格情報を載せている店舗数，売れ筋順

位，商品のレビュー評価，口コミ件数，以降は商品のスペック情報

の順で並んでいる．さらに，メーカー直販品は１社のみの販売，そ

れ以外は複数社での販売となっている．  

図 2.6 の最上段に掲載されている Lenovo【直販モデル】 IdeaPad 

Slim 350 の価格推移を図 2.7 に示す．この商品はメーカー直販品で

あるため，平均価格と最安価格は一致しており，価格変動も大きく

ない．こうした商品は，実市場と似た価格変動となるケースが多い．  

次に，図 2.6 の上から 3 番目に掲載されている dynabook【汎用モ

デル】 C7 の価格推移を図 2.8 に示す．この商品は 39 店舗が価格情

報を掲載しており，直販品の価格変動と比較すると，その差は歴然

である．直近 3 ヶ月の価格変動は，平均価格で 10%，最安価格で 20%

前後となっている．期間中，価格が上昇するタイミングもあり，こ

うした価格変動は実市場とは異なることが推察できる．さらに，最

安価格の推移に関しては，日別と時間別で確認することができる．   

図 2.9 は，2020 年 8 月 31 日から 9 月 29 日までの最安価格の日別推

移である．最安価格は毎日変動しており，提示する店舗も頻繁に入

れ替わっていることが分かる．この理由に関して， 2 つの観点で捉

えることができる．ひとつは値下げ競争によるもの，もうひとつは

在庫状況によるものである．[Mizuno & Watanabe 08]は，価格 .com の

実際のデータを用いて，ある商品を販売している登録店舗数が増加

すると，価格の平均値が下落するという安定的な関係が存在すると
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している．こうした理由からも，最安価格は店舗を運営する事業者

の戦略を反映しやすいものであることが窺える．  

図 2.10 は，2020 年 9 月 29 日の 10 時 14 分から 11 時 14 分までの

1 時間における最安価格の推移である．この間，同店舗が数分おき

に 1 円単位の値下げを行っており，1 時間のうちに 20 回も価格の更

新がされている．このような手法の価格変更は，ランキング上位を

維持するために，システムで自動変更しているケースが多い．EC 市

場においては，こうした価格変更は珍しいことではなく，頻繁に行

われている [Mizuno etal .  10]．  

 

 

 

出所：https ://kakaku.com/pc/note-pc/ iteml is t .aspx?pd f _pg=3 

(2020/9/30)から引用  

図 2.6 価格 .com のランキング  
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出所：https://kakaku.com/item/K0001265277/pricehistory/  

 (2020/9/30)から引用  

図 2.7 価格 .com の価格推移例 (直販モデル)  
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出所：https ://kakaku.com/item/K0001252101/pr iceh istory/  

(2020/9/30)から引用  

図 2.8 価格 .com の価格推移例 (汎用モデル)  
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出所：https ://kakaku.com/item/K0001252101/pr iceh istory/  

(2020/9/30)から引用  

図 2.9 価格 .com の価格推移例 (日別 )  
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出所：https ://kakaku.com/item/K0001252101/pr iceh istory/  

(2020/9/30)から引用  

図 2.10 価格 .com の価格推移例 (時間別 )  
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2.7 ダイナミックプライシング 

 

ダイナミックプライシングとは，商品やサービスの価格を市場の

需給状況に応じて変動させる手法である．具体的には，市場の需要

が大きい時には商品やサービスの価格を上げ，逆に市場の需要が小

さい時には，商品やサービスの価格を下げるような価格戦略のこと

を指す．事業者はこのような戦略を採用することによって，理論上

収益の最大化を図ることができる．ダイナミックプライシングは，

動的価格設定，変動料金制，価格変動制などと呼ばれることもある．  

ダイナミックプライシングを採用している身近な例として，旅行

業界が挙げられる．旅行業界では，ゴールデンウイークやお盆，年

末年始などの休暇が集中する繁忙期においては料金を高く設定し，

逆に閑散期などは料金を低く設定して販売を伸ばす工夫をしている．

このような外的要因に翻弄されやすい事業者にとって，需給状況に

合わせた機動的な価格設定の導入は，損失を抑え利益を最大化させ

ることに繋がる [Hirotu 08]．  

こうした価格戦略が普及してきた背景には，AI 技術の進歩がある．

AI 技術の進歩は，ビックデータと呼ばれる複雑かつ膨大なデータの

収集・解析を可能にした [Iwazume 13][Fukushima etal .  17]．これによ

って，リアルタイムに需要を予測し，最適な価格設定を行える技術

が確立された．こうした技術革新により，ダイナミックプライシン

グ は ， あ り と あ ら ゆ る 業 態 で 取 り 入 れ ら れ る よ う に な っ て き た

[Elmaghraby & Keskinocak 03]． 

EC 市場においても，こうした技術が活用されている．例えば，

Amazon が日に何度も商品価格を変更していたことは有名な事例で

ある [Weisstein & Kukar 13]．さらに前項で説明した価格比較サイト

における分単位の価格変動もこうした技術が活用されたものである．  

現在においては，価格自動更新システムを提供する事業者なども

現れ，小規模事業者から大規模事業者まで多くの EC 事業者がダイナ
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ミックプライシングを採用している [Kannan. 01] [Weisstein & Kukar 

13]．  

ダイナミックプライシングを採用する業界の多くは，需要の調整

や収益の最大化を目的としている．けれども， EC 市場においては，

競合他社の価格情報を参考にして，自社の価格を決定するために利

用されていることが多い．例えば，特定の事業者をベンチマークと

して価格を追従させる機能や，最安価格を維持するような機能など

である．このような価格自動更新システムによって， 1 円単位の値

下競争が起こることもしばしば見受けられる．さらに，このような

機能が，不要に価格を下げる要因となっていることも推測される

[Shibata 19]．  

このように，ダイナミックプライシングの採用は，価格競争圧力

を強めている側面もある．そして，他社よりも競争を優位に立たせ

るためには，さらなる技術の差別化が必要となってくると考えられ

る [Grewal etal .  11] [Inoue 14][Mori  15]．  
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2.8 オムニチャネル戦略  

 

オムニチャネル戦略とは，実店舗や Web サイト，ソーシャルメデ

ィアやカタログなど複数の流通経路を使うことによって，消費者と

の接点を増やす戦略のことである．オムニ (Omni)は，ラテン語を語

源とする言葉で「すべての」という意味がある．チャネル (Channel)

は，「経路」の意味を持つ．つまり，オムニチャネルとは全ての経路

という意味である． [METI 15]では，オムニチャンネルについて次のように

説明している．「オムニチャネルとは，消費者がこれらの複数のチャネルを縦

横どのように経由してもスムーズに情報を入手でき購買へと至ることができる

ための，販売事業者によるチャネル横断型の戦略やその概念，および実現

のための仕組みを指す」．さらに[METI 15]は，「2014 年は“オムニチャネル

元年”といわれるほど，オムニチャネルという言葉に注目が注がれた年であっ

た」としている．  

オムニチャネル戦略が注目を浴びだした背景には，スマートフォンなどの

普及により，消費者の情報獲得手段や決済手段が多様化したことが挙げら

れる[METI 15]．ショール―ミングやウェブルーミングと呼ばれる消費者行動

も，そうした背景の一つである[Hashizume etal .  17] [Kusuda 18]．ショール

―ミングとは，実店舗をショールーム代わりにして，価格の安いネット店舗で

購入する消費者行動を指す．これに対して，ウェブルーミングとは，ネットで

商品の情報を収集し，実店舗で購入する消費者行動を指す．このような消

費者行動の多様化に対応すべく，オムニチャネルという概念は生み出され

たと言える[Yamamoto 15][Kusuda 16] [Sekine & cho 19]．  

図 2.11 にオムニチャネルのイメージ図を示す．このように事業者

は，あらゆる販売チャネルを持つことで，消費者との接点を増やす

ことができる．けれども，単に販売チャネルだけを増やした場合，

あらゆる販売チャネルから同時に注文が入り，場合によっては在庫

切れとなる可能性も出てくる．販売事業者にとって，在庫の欠品は

消費者の信用を損ねることに繋がる．このような事態を回避すべく，
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事業者がオムニチャネルを導入する場合においては，各販売チャネ

ルの在庫を一元管理する仕組みを同時に用意しなくてはならない．

さらには，消費者が各販売チャネルをシームレスに行き来できるよ

うなインフラ整備も必要になる，そうすることによって，事業者は

消費者を囲い込むことができる．その結果として，自社在庫の回転

率を上げ，収益の最大化を図ることが可能となる [Masuda 14]．  

株式会社セブン &アイ・ホールディングス (以下，セブン &アイと呼

ぶ )の展開するオムニチャネル戦略を紹介する．セブン &アイは，セ

ブン -イレブン，イトーヨーカドー，そごう・西部，ロフト，ニッセ

ンなど複数の業態を傘下に持つ企業である．傘下の企業は，実店舗

を中心に多店舗展開している．特にコンビニ業態の店舗数は群を抜

いており，セブン &アイのホームページによれば，セブン -イレブン

の店舗数は， 2020 年 10 月時点で 20,941 店舗となっている．  

EC 市場が活況を帯び，実店舗市場が苦境に立たされる中で，セブ

ン &アイは，傘下に持つ複数業態の実店舗とネットを融合するサービ

スとして， 2015 年にオムニ 7 というポータルサイトを立上げた．  

消費者は，オムニ 7 を利用することによって，様々な業態の商品

やサービスを横断的に検索・購入することができる．さらに，購入

し た 商 品 を コ ン ビ ニ で 受 け 取 る こ と や 返 品 す る こ と も で き る ．

[Sasaki 16]は，「セブン&アイ HD のオムニチャネル omni7 は，クラウドコンピ

ューティングを基盤に新しい情報システムを活用して，多様な業態や多数の

フランチャイズ店のオーナーの集合した力の結合を活かすというネットワーク

経営の発展的な活用形態である．」としている．  

 このように，業態や立地の垣根を超えて，消費者を囲い込む戦略

はオムニチャネルの醍醐味とも言える．その一方で，効果的な仕組

みの構築には，アプリ開発や販売管理システムの開発，物流ネット

ワークなど，様々なインフラ整備への投資が必要である [Kumakura 

16]．そのため，完全なるオムニチャネル戦略の実現は，相当にハー

ドルの高いものだと言える [Kondo 18] [Dazai etal .  20]．  
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図 2.11 オムニチャネルのイメージ 
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2.9 O2O(オーツーオー)戦略  

 

O2O 戦略とは，「 Online to Offline」の略で，オンライン (ネット )

の施策によって，消費者をオフライン (実市場 )への行動に促す戦略

のことである．逆に，消費者をオフラインからオンラインに促す場

合も同様に O2O 戦略と呼ばれる [Hirose etal . 15]．つまり，O2O 戦略は

実店舗を有している事業者が，ネットとリアルを融合させることで

効果的な集客方法を狙う戦略である．  

ネットとリアルの融合に関しては，2000 年頃に頻繁に使われた用

語として，クリック &モルタルと呼ばれる概念があった．クリックと

はネット店舗のことを，モルタルとは実店舗のことを指す． O2O 戦

略は，技術の進歩により，クリック &モルタルの概念が進化・発展し

たものと捉えることができる [Watabe etal .  16]．さらに，この概念は

オムニチャネル戦略の一部としても捉えられることが多い [Oohara 

17]．  

O2O 戦略の身近な例では，飲食店や宿泊施設で使用できる割引ク

ーポンやサービスをオンライン上で提供することなどが挙げられる． 

近年では，スマートフォンの普及により，専用のアプリを開発する

企業が増えている [Ehara 13]．アプリは，その他のサイトを経由する

ことなく，直接自社サイトへ誘導することができる．そのため，自

社 EC サイトとアプリを併用することによって，消費者に遡及しやす

い環境が整ってきたと言える．さらに O2O 戦略では，オンラインで

発行されたクーポンやサービスがどれだけ使われたのかなどのデー

タを集計しやすい．そして，それらのデータの効果測定を行うこと

で，マーケティングの改善に活用できやすいことが特徴として挙げ

られる [Resnick & Varian 97] [Watabe etal .  16]．  

O2O 戦略を積極的に活用している事業者の事例を紹介する．アパ

レルブランドを展開するユニクロでは，自社アプリを使ったプッシ

ュ通知によって，クーポンやセールなどの情報を発信している．プ
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ッシュ通知とは，スマートフォンなどに入っているアプリから新着

情報を配信する機能である．さらに，アプリには店舗在庫を確認で

きる機能等が備わっており，在庫切れによる消費者の購買意欲低下

を防ぐ工夫がされている．ファミレスを展開するガストでは，自社

アプリによるクーポン配信に加え，スマートフォンの GPS 機能を活

用した店舗検索機能が備わっている．  

このように，消費者の購買行動に対して，情報収集の段階からア

プローチを行い，実店舗への来店に繋げるための様々な工夫は，消

費 価 値 を 高 め る こ と に 繋 が っ て い る [Amamiya etal .  13][Sakata 

14][Oose 15]．そして，新規顧客獲得や顧客満足度向上に繋げるため，

O2O 戦略を採用する事業者が増えている [Fukunaga 14]．  

一般的に EC 市場では，価格が比較されやすいために，価格競争が

強くなる傾向にある．そうした市場環境下においても，ブランド力

が強いなどの理由で価格競争に巻き込まれにくい商品も存在する．

実店舗を持つ事業者は，商品の性質に合わせて，オムニチャネル戦

略や O2O 戦略を活用することによって差別化を図り，価格競争から

一線を画す戦略を構築できる可能性がある．ネット店舗専業の事業

者にとっては，実店舗とネット店舗を融合した戦略は，今後，脅威

と な っ て い く 可 能 性 が あ る [Takahashi 10][Takemoto 05][Kusunoki 

11][Kanamori  15]．  
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2.10 まとめ 

 

本章では，まず EC 市場の定義を確認し，市場規模の推移を傍観し

た．EC 市場の規模は，世界中で拡大しており，今後も成長が続く可

能性が高いことを説明した．  

二番目に，EC 市場の成長を牽引しているプラットフォームビジネ

スについて説明した．代表的なプラットフォームには，モール型 EC

サイトが挙げられ，それらは出店型と出品型に分類される．Yahoo・

楽天は出店型，Amazon は出品型に当たる．そして，プラットフォー

ムを運営する企業によって収益モデルは異なる．EC 事業者は，プラ

ットフォームを運営する企業の戦略と自社の戦略を照らした上で，

出店計画を立てる必要がある．  

三番目に，価格比較サイトの特徴について説明した．EC 市場にお

ける代表的な価格比較サイトとして，価格 .com が挙げられる．価

格 .com の最安価格は，消費者の参照価格を形成する材料となること

が多く， EC 事業者の価格競争圧力を強める一要因となっている．   

四番目に，価格 .com における価格推移を具体例とともに説明した．

直販モデルの価格推移に関しては，価格競争圧力が弱いため，実店

舗と同じような値動きになる．一方で汎用モデルの価格推移に関し

ては，価格競争圧力が強く，分単位で価格が変動する．そして，そ

れらの価格推移に関しては，過去 2 年分参照することができる．  

五番目に，ダイナミックプライシングについて説明した．ダイナ

ミックプライシングとは，市場の需要と供給の関係から，機動的に

価格を変動させる手法である．近年においては，AI 技術の発達によ

り，ビックデータの収集・分析が可能となったことから，リアルタ

イムに需要を把握することができるようになった．さらに，この技

術は EC 市場においても活用されており，競合に対する価格追従機能

や最安価格を維持するなどの手法に使われている．  



32 
 
 

六番目に，オムニチャネル戦略について説明した．オムニチャネ

ル戦略は，複数の販売チャネルを使って消費者にアプローチする戦

略である．この戦略が注目されるようになった背景には，スマート

フォンなどの普及により，消費者行動が多様化していることが挙げ

られる．実店舗をショールーム代わりにして，価格の安いネット店舗で購入

する消費者行動もその一つである．オムニチャネル戦略は，そうした消費

者行動に対応する戦略として位置付けられている．ただし，それを

実現させるためには，アプリ開発や販売管理システムの開発，物流

ネットワークなど，様々なインフラ整備への投資が必要である．そ

のため，ハードルは高いものとなっている．  

最後に，O2O 戦略について説明した．O2O とは「 Online to Offline」

の略で，消費者をネットから実店舗に誘導する戦略である．これは

実店舗を持つ事業者の戦略であり，オムニチャネル戦略の一部とみ

られることもある．技術の進歩により，2000 年頃にあった「クリッ

ク &モルタル」という概念からの進化・発展形として捉えることがで

きる．  

実店舗を持つ事業者が，実店舗とネット店舗の強みを融合した戦

略を駆使することによって，消費価値を高めることにも繋がる．こ

うした戦略は，競争の主体が価格に特化しているネット専業の事業

者にとっては，脅威となる可能性もある．   
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第3章   

価格比較サイトにおける価格変動の分析 

 

 価格 .com では，同一商品を販売する複数のネット店舗が，提示価

格の安い順番でランキングされている．さらに，複数のネット店舗

が提示している価格の最安価格と平均価格が一目で分かるようにな

っており，その推移に関しては過去 2 年分参照することができる．  

一般的に，競合が存在する市場でシェアを獲得するためには，商

品価格を他より安くする必要がある．そして，シェアの奪い合いが

熾烈な価格競争を引きおこす [Iyori  07][Kaneko 09]．  

価格競争の原理からすれば，当然にランキング上位の店舗から商

品が売れやすく，最安価格につられて平均価格も上下することが予

想される．[Mizuno & Watanabe 08]は，価格 .com のデータを分析した

ところ，消費者は常に一番安い店舗を選択するわけではないとしつ

つも，「価格順位とクリックされる確率の関係においては，クリック

される確率と順位には線形に近い関係が存在する」としている．し

かしながら，いつも最安価格と平均価格の値動きが連動しているわ

けではない．  

前章で述べたとおり，メーカー直販品は 1 社のみの提示であるた

め，最安価格と平均価格は一致する．つまり，最安価格と平均価格

の差が小さくなるということは，価格競争圧力が弱まっている状態

であると推測できる．けれども，最安価格と平均価格の差が大きい

ときに価格競争圧力が強まっているとは言い切れない．商品価格は

どこまでも下がり続けるわけではなく，さらには店舗毎に仕入価格

は異なる．例えば，最安価格と平均価格の差が大きくても，その差

が横ばいで推移しているならば，単に商品が売れていない可能性も

あるため，価格競争圧力が強いとは言い切れない．加えて，最安価
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格が 1 社のみの戦略を反映していることも理由のひとつである．  

このことから，価格競争の状態を推定するには，最安価格と平均

価格の相関性を分析する必要があると考えられる．最安価格と平均

価格に相関する動きがある場合は，正常な価格競争状態である可能

性が高く，両者に相関がみられない場合， 1 社の戦略や需給バラン

スによって不安定な価格変動が引き起こされている可能性が考えら

れる．さらに，相関がみられない場合は，価格の変化が無い時であ

り，商品の流動性が低いことも考えられる．  

EC 市場においては，需給バランスによって商品価格の変動が起き

るため，単純な回帰分析などによる将来予測は難しい．事業者にと

っては，当然に，価格が不安的に推移するよりも，安定して推移す

る方が販売方針は立てやすくなる．  

そうしたことから，本章では価格 .com の最安価格と平均価格の関

係に注目し，商品の価格変動が小さくなる条件を抽出することを目

的としている．  
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3.1 分析対象  

 

本章では，価格 .com に掲載されているデジタルカメラ・一眼レフ

カメラを分析対象とした．  

2017 年 7 月から 2019 年 11 月の間で，発売から 180 日以上価格情

報が掲載された商品を対象として，メーカー・型番・平均価格・最

安価格の日別データを抽出した．人気薄商品や発売から一定期間を

経過した商品に関しては，価格情報を掲載する店舗も減少する．そ

のため，発売から 180 日までの期間を分析対象期間とした．  

対象となったメーカーと商品掲載数を表 3.1 に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メーカー 商品掲載数
富士フィルム 79
キヤノン 74
ニコン 29
ソニー 33

オリンパス 34
パナソニック 36

その他 67

表 3.1 分析対象  
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3.2 分析手順  

 

本章では以下の手順で，商品価格の変動について分析する．まず，

(1) 「平均価格に対する最安価格の乖離率」を時系列で調査し，(2) 

「平均価格に対する最安価格の乖離率」と「最安価格下落率」の相

関関係を時系列で調査する． (3) 「平均価格に対する最安価格の乖

離率」と「最安価格下落率」に正の相関がある商品が最も多くなる

期間 X を調査し，その期間の中央から正の相関がある商品を抽出す

る．(4) (3)で抽出した商品の最安価格下落率と平均価格下落率につ

いて，全期間と期間 X での標準偏差を比較する． (5) これまでに得

られた結果を考察する．  

 

(1)  「平均価格に対する最安価格の乖離率」は，ある時点の最安

価格から平均価格を引いた値を，平均価格で割って算出した． 

(2)  「平均価格に対する最安価格の乖離率」と「最安価格下落率」

の相関係数は，共分散をそれぞれの標準偏差で割って算出した． 

(3)  相関係数は 0.4 以上を正の相関と定義し， 0.4 以上の相関係

数になる商品が最も多くなる期間を X とする．そして，期間 X

の中央で相関係数 0.4 以上の商品群を抽出した．  

(4)  下落率のバラツキを比較するために，(3)で抽出した商品につ

いて，全期間と期間 X の標準偏差を比較した．  

(5)  相関関係を式で表し，式の変形からこれまでに得られた結果

を解析した．  
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3.3 分析結果  

 

3.3.1 平均価格に対する最安価格の乖離率  

 

価格競争圧力の状態を推定するために，平均価格に対する最安価

格の乖離率を式 (3-1)によって求めた．式 (3-1)の分母は平均価格，

分子は最安価格から平均価格を引いた値である．最安価格は平均価

格よりも小さい値になるため，分子は 0 以下の値となる．そのため，

分子の絶対値が大きくなるほど平均価格と最安価格の乖離は大きく

なる．  

 

𝐷𝐷 =  𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚−𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

 (3-1)  

 

𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎  : 平均価格  𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ∶ 最安価格  

 

 

図 3.1 は，分析対象の商品について，平均価格と最安価格の乖離

率を 6％の階級幅で 5 つに分けたものの日別推移である．縦軸は全

商品に占める割合，横軸は発売からの経過日数を示す．  

発売開始から 180 日までの期間中，乖離が最も大きかった商品の

乖離率は -29.5％，最も小さかった商品の乖離率は 0％であった．次

に，階級別の推移についてみていくことにする．  

まず初めに，乖離が最も小さい階級に属する商品割合の推移をみ

ていく．この階級に属する商品の割合は，発売直後は全体の 80％程

度を占めていたが，その後 120 日付近までは減少を続けて全体の

10％程度となり，それ以降は横ばいでの推移となった．このことか

ら，最安価格と平均価格の乖離は，発売直後は小さく，その後，時

間経過とともに大きくなっていく商品が多いことが分かる．以降は，
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それぞれの階級の増減割合の推移についてみていく．  

平均価格との乖離が 2 番目に小さい階級に属する商品割合は，発

売直後は全体の 20％程度を占めていたが，その後，60 日付近までは

増加を続けて全体の 60％割程度となり， 110 日付近までは横ばいで

の推移が続いた．それ以降はゆっくりと減少を続けて， 180 日時点

では全体の 40％程度となった．  

平均価格との乖離が 3 番目に小さい階級に属する商品割合は，発

売直後は 0％であったが，その後，30 日付近から増加を続けていき，

180 日時点では全体の 40％程度となった．  

平均価格との乖離が 4 番目に小さい階級に属する商品割合は，発

売直後は 0％であったが，その後， 90 日付近からゆっくりと増加を

続けていき， 150 日以降は全体の 5～ 10％程度で推移した．  

平均価格との乖離が最も大きい階級に属する商品割合は，発売直

後から 120 日付近まで 0％であったが，それ以降は全体の 1～ 2％程

度で推移した．  

ここまでの結果をまとめる．最安価格と平均価格の乖離に関して

は，発売直後は全体的に小さく，時間経過とともに大きくなる商品

が多いことが確認できた．この結果から，商品の発売直後は，参入

する事業者が少ない，もしくは様子見している事業者が多いことが

推測される．その後，商品の相場観がある程度形成された頃から ,

徐々に参入事業者が増加して，その結果，価格競争圧力が大きくな

っていくと考えれば理論的に説明がつく．ただし，平均価格と最安

価格の乖離はどこまでも大きくなるわけではなく，一定の幅で落ち

着くことも確認できた．  

次項では，本項で観測した乖離率と最安価格下落率の相関関係を

分析する．  
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3.3.2 最安価格の下落率と平均価格に対する乖離率の相関  

 

本項では，まず最安価格の下落率と平均価格に対する乖離率の相

関関係について，市場で起こりえる状況を交えながら整理する．そ

の後，実際のデータを分析した結果と合わせて考察する．  

図 3.2 に，最安価格の下落率と平均価格に対する乖離率の相関関

係を示す．縦軸は平均価格に対する最安価格の下落率，横軸は最安

価格下落率である．最安価格は，平均価格を超える価格になること

は無い．そのため，相関関係を分析する上においては，図 3.2 の左

下に示した正の相関と右下に示した負の相関，相関無しの 3 つの状

況を考えればよい．   

まず初めに，正の相関をもつ場合を考えてみる．この場合，最安

価格と平均価格の差が縮小すると，最安価格は上昇傾向となり，逆

図 3.1 平均価格に対する最安価格の乖離  
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に最安価格と平均価格の差が拡大すると最安価格は下落傾向となる．

前者の場合においては，参入事業者が減少して価格競争圧力は弱ま

り，逆に後者の場合においては，参入事業者が増加して価格競争圧

力が大きくなると考えれば，こうした価格変動は正常な価格競争状

態で起きるものと捉えることができる．  

次に，負の相関をもつ場合について考える．この場合，最安価格

と平均価格の差が縮小すると，最安価格は下落傾向となり，逆に最

安価格と平均価格の差が拡大すると最安価格は上昇傾向となる．前

者の場合においては，平均価格が最安価格に接近するような下落傾

向であり，販売終了が近い商品で参入事業者が減少したときなどに

起きる．逆に後者の場合においては，品薄の人気商品など需要に対

して供給が追いつかない時に起きると考えれば，需給状況が不安定

なときに起きる価格変動と捉えることができる．  

最後に，相関が無い場合について考える．この場合は，最安価格

に変化が無いときと捉えることができる．乖離率に変化が無い場合

も相関はなくなるが，このとき，平均価格と最安価格が全く同じ動

きをしていることになり，登録事業者が 1 社のみである時を除けば，

このことが起こる可能性は極めて低い．価格 .com に登録しているネ

ット店舗は小規模事業者が運営していることが多く，大量に在庫を

保有していることは少ない．そのため，最安価格が変化しないとい

うことは，商品の流動性が低いということが推測される．  

このように，最安価格の下落率と平均価格に対する乖離率の相関

関係を調べることによって，そのときの市場の状態を推定すること

ができる．次に，実際のデータを分析していくことにする．  
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式 (3-2)は，最安価格下落率を求める式である．価格 .com に掲載

された当初の最安価格を基準として，ある時点における最安価格が

どの程度下落したかを比率で表したものである．分母は最安価格の

初期値であり，分子はある時点の最安価格から最安価格の初期値を

引いた値である．一般的に，価格は下落傾向にあるため，  式 (3-2)

は概ね負の値を取る．  

式 (3-3)は，平均価格に対する最安価格の乖離率と最安価格下落率

の相関係数を算出するための式である．分子は最安価格下落率と乖

離率の偏差の積の平均であり，共分散を表す．分母は最安価格下落

率と乖離率の標準偏差の積である．  

 

𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 =  𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚−𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚0
𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚0

 (3-2)  

 

𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚0: 最安価格の初期値  𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ∶ 最安価格  

 

 

図 3.2 乖離率と下落率の相関関係  
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𝑅𝑅 =
1
𝑚𝑚� (𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚−𝐷𝐷�𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚)(𝐷𝐷𝑚𝑚−𝐷𝐷�)𝑚𝑚

𝑚𝑚=1

�1
𝑚𝑚� (𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚−𝐷𝐷�𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚)2𝑚𝑚

𝑚𝑚=1 �1
𝑚𝑚� (𝐷𝐷𝑚𝑚−𝐷𝐷�)2𝑚𝑚

𝑚𝑚=1

    (3-3) 

 

𝐷𝐷𝑚𝑚，𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ∶乖離率，最安価格下落率  

𝐷𝐷�，𝐷𝐷�𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ∶乖離率平均値，最安価格下落率平均値  

𝑛𝑛 ∶ 2 変数  (𝐷𝐷𝑚𝑚 ,𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚)の総データ数  

 

図 3.3 は，分析対象の商品について，式 (3-3)から 10 日間毎の相

関係数を求め，その推移を表したものである．縦軸は商品の割合，

横軸は経過日数を示す．また，-1.0≦ R-＜ 0.4 は負の相関，-0.4≦ R

＜ 0.40 は弱い相関，0.4≦ R≦ 1.0 は正の相関，none は，相関がみら

れない状態と定義した．  

発売直後は相関がみられない商品が最も多く，全体の 60％を占め

ていた．その後，相関がみられない商品は減少していき，60 日以降

は全体の 30％程度で横ばいの推移となった．一方，正の相関をもつ

商品は時間経過とともに増加し，発売から 60 日以降は全体の 60％

程度で横ばいの推移となった．弱い相関を持つ商品は，期間を通し

て横ばいでの推移となり，全体の 10％程度となっていた．負の相関

をもつ商品も，弱い相関を持つ商品と同様，期間を通して横ばいで

の推移となり，全体の 5％程度での推移となった．   

市場に潜在的な需要がある商品の場合，価格と商品の流動性はト

レードオフの関係になる．例えば，消費者が，ある商品を相場より

高いと感じれば流動性は低くなり，逆に相場よりも安いと感じれば

流動性は高くなる．前者の場合，事業者は消費者の需要を喚起する

ための価格設定が必要になる．そして，その価格設定は， 1 円とか

10 円単位での値下げではなく，数％から数十％という単位での値下

げが必要となる．一方で，後者の場合は既に，消費者にとって欲し
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い価格帯になっているため，事業者はシェアを取るために競合他社

と 1 円単位の値下競争を行う．このように考えれば，図 3.3 の結果

は次のように考察することができる．  

発売直後は，定価に近い価格設定をしている事業者が多く，価格

下落圧力はそれほど強くない．これは，前項の平均価格と最安価格

の乖離率からも同様のことが言える．そのため，最安価格も変化が

無い商品が多い．相関係数の変化をみると，発売開始 20 日あたりか

ら none が減少し，代わりに正の相関をもつ商品が増加している．つ

まり，それまで変化の無かった最安価格が動き出す商品が多いこと

を示しており，これが需要喚起のための価格変動であるのだとすれ

ば，その時の価格変動は大きいはずである．そして，発売開始 60 日

以降は，正の相関をもつ商品が全体の 60％， none が 30％程度で横

ばい推移している．この期間は，参入する事業者も増加し，EC 市場

特有の 1 円単位の値下げ競争が起きやすい期間と推測される．前項

の乖離率が徐々に大きくなっていることからも，競争が激しくなっ

ていることの裏付けとして捉えることができる．  

次項では，価格下落率の標準偏差を分析することで，相関係数と

価格変動との関係を検証する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



44 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.3 価格下落率の標準偏差  

 

前項の図 3.3 から，商品の発売開始 60 日から 180 日までの期間

においては，正の相関をもつ商品の割合が観測期間中で最も多くな

り，安定して推移している．そこで，この期間中央の 120 日時点で

正の相関を持つ商品群を抽出して，全期間と 60 日から 180 日の期

間における価格下落率の標準偏差を比較することにした．  

式 (3-4)は平均価格下落率，式 (3-5)は平均価格下落率の標準偏差，

式 (3-6)は最安価格下落率の標準偏差を求める式である．  

図 3.4 に，抽出した商品の全期間と 60 日から 180 日の期間にお

ける最安価格と平均価格それぞれについて，価格下落率の標準偏差

を比較したものを示す．縦軸は商品の割合，横軸は標準偏差である．   
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図 3.3 相関係数の推移  
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𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =  𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎−𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎0
𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎0

 (3-4)  

 

𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎0: 平均価格の初期値  𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 ∶ 平均価格  

 

𝑆𝑆𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =  �1
𝑚𝑚
� (𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚 − 𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������)2𝑚𝑚

𝑚𝑚=1  (3-5)  

 

𝑆𝑆𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 =  �1
𝑚𝑚
� (𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚������)2𝑚𝑚

𝑚𝑚=1  (3-6)  

 

まず平均価格下落率の標準偏差をみていく．全期間においては，

標準偏差が 4％の商品割合が最も多く，全体の 30％強を占めていた．

一方， 60 日から 180 日の期間においては，標準偏差が 2％の商品が

最も多く，全体の 40％強を占めていた．さらに，どちらの期間にお

いても，最も割合の多いところから，前後１％に 80％の商品が分布

していた．  

次に最安価格下落率の標準偏差を分析する．全期間においては，

標準偏差が 7％の商品が最も多く，全体の 20％弱を占めていた．さ

らに，標準偏差が 5％～ 8％に 70％の商品が分布していた．一方，60

日から 180 日の期間においては，標準偏差が 3％の商品が最も多く，

全体の 25％程度を占めていた．さらに，標準偏差が 3％～ 5％に 70％

の商品が分布していた．  

これらの結果から，平均価格・最安価格ともに抽出した期間の方

が標準偏差は小さくなっていることが確認できる．また，平均価格

下落率と最安価格下落率を比較すると，平均価格下落率の方が標準

偏差は小さいことが分かる．これは， 1 社が提示する最安価格より
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も複数社が提示する平均価格の方が，価格の変動率が小さいことを

意味しており，妥当な結果であると言える．ただし，商品によって

価格下落率はそれぞれ異なる．そのため，商品個々の価格下落率と

標準偏差の関係を調べた．  

図 3.5 は平均価格下落率，図 3.6 は最安価格下落率に関して，期

間中における価格下落率の平均値に対する標準偏差を示す．縦軸は

標準偏差，横軸は価格下落率の平均値である．橙の四角印は発売開

始 1 日目から 60 日目までの期間，青い丸印は，発売開始 60 日目か

ら 180 日目の期間である．   

まず，平均価格下落率についてみていく．発売開始 1 日目から 60

日目までの期間に対して，発売開始 60 日目から 180 日目の期間に

おいては，全体的に価格下落率は大きくなり，価格下落率に対する

標準偏差は小さくなっていることが分かる．その一方で，両者の期

間において，大きな変化が見られない商品も数多く存在していた．

また，発売直後の平均価格よりも上昇している商品があることも特

徴である．  

次に，最安価格下落率についてみていく．こちらも全体的には平

均価格下落率と同様の傾向がみられた．しかし，こちらは平均価格

下落率とは異なり，ほぼ全ての商品で変化が見られた．特に，発売

開始 1 日目から 60 日目は，価格下落率が比較的狭い範囲にあり，標

準偏差は大きくなっていた．それに対して，発売開始 60 日目から

180 日目は，価格下落率が広範囲に分布し，標準偏差に関しては小

さくなる傾向にあったことが特徴として見られる．  

これらの結果より，平均価格下落率，最安価格下落率ともに，最

安価格の下落率と平均価格との乖離に正の相関がある場合の方が，

価格の変動率が小さくなることが確認された．価格の下落率が大き

くなったとしても，変動率が小さければ小さいほど，将来の価格予

想はしやすくなると言える．  
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図 3.4 価格下落率の標準偏差  
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 図 3.6 価格下落率の平均値と標準偏差 (最安価格 )  

図 3.5 価格下落率の平均値と標準偏差 (平均価格 )  
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3.4 考察  

 

これまでに得られた結果を考察する．最安価格の下落率と平均価

格に対する乖離率について，相関係数が 1 である場合を式で表すと，

式 (3-7)が成り立つ．式 (3-7)の左辺は平均価格に対する最安価格の

乖離率を表し，右辺は最安価格下落率を表している．ｋは比例定数

である．  

さらに，式 (3-7)を𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎  について解くと，式 (3-8)が導かれる．右辺

は最安価格の初期値と，ある時点の最安価格で構成されている．つ

まり，𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎は最安価格の要素のみから推定可能となる．  

 

 

𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚−𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

= 𝑘𝑘 �𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚−𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚0
𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚0

�  (3-7) 

 

𝑘𝑘: 比例定数  

 

 

𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑛𝑛
𝑘𝑘�𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑛𝑛−𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑛𝑛0

𝑃𝑃𝑚𝑚𝑚𝑚𝑛𝑛0
�+1

  (3-8) 

 

現実には，商品によって，またタイミングによって相関係数は変

化する．その際はどう捉えることができるであろうか．前項の図 3.5

と図 3.6 において，正の相関が得られていた期間は，そうでない期

間と比較して，価格下落率に対する標準偏差が小さくなることが分

かっている．価格下落率の標準偏差が小さくなるということは，価

格下落率のバラツキが小さくなることを意味する．こうしたことか

らも，平均価格と最安価格の双方が一定範囲の下落率で推移してい
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る状況においては，平均価格や最安価格のどちらか一方が分かれば，

もう一方を推測することができると考えらえる．ただし，その精度

は相関係数によって異なる．  

どのような商品においても，販売価格の下落には限りがある．そ

して，平均価格と最安価格の乖離についても同様に，どこまでも乖

離が広がるわけでは無い．しかしながら，販売開始直後に，その商

品がどこまで価格下落を引き起こすのか，また平均価格と最安価格

の乖離がどこまで広がるのかを推測することは難しい．そこで，式

(3-8)を応用することによって，将来の価格予想が可能となるかもし

れない．例えば，過去の類似商品から，予め k の値を求めることに

よって，平均価格から最安価格を，最安価格から平均価格を推定す

るというような手法である．  

さらに，これらの分析の過程において，最安価格の下落率と平均

価格に対する乖離率の相関が安定する期間においては，価格下落率

のバラツキが小さくなることが分かった．事業者にとってみれば，

当然に，価格下落率のバラツキが大きい時よりも，価格下落率のバ

ラツキが小さい時の方が，将来の価格は予想しやすくなると言える． 
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3.5 まとめ 

 

本章では，価格 .com に登録されている商品の平均価格と最安価格

の関係性から，商品の発売から半年間の価格変動について調査した． 

まず．平均価格と最安価格の乖離に関しては，時間経過とともに

大きくなっていくことが確認できた．この結果から，商品の発売開

始直後よりも一定期間経過した後の方が，価格下落圧力は強まるこ

とが推測される．ただし，メーカー直販モデルのように，価格 .com

に掲載する事業者が 1 店舗のみの場合，平均価格と最安価格は一致

する．つまり，平均価格と最安価格の乖離と価格競争には密接な関

係があると考えられる．けれども，価格 .com に掲載する事業者が少

数であった場合，そもそも商品自体の需要があるとは考えにくく，

1 社の価格戦略が反映された結果，乖離が大きくなっているだけの

可能性もある．そこで，価格競争圧力を推定するために，最安価格

の下落率と平均価格に対する相関性を分析した．  

需要と供給のバランスが取れた商品における価格競争であれば，

EC 市場の特徴から，価格に対する下落圧力は強くなる．そして，最

安価格の動きに合わせて平均価格も下がることが想定される．そう

したことから，最安価格の下落と平均価格との乖離の関係性を分析

することは，市場の競争状態を推定する手法として有効であると考

えられる [Kanai etal .  14]．  

そこで，最安価格の下落率と平均価格との乖離率の相関性を分析

した結果，商品の発売直後には相関性を持たない商品が多くみられ

た．そして，それらの商品は時間経過とともに減少していき，発売

から 60 日経過した頃から，全体の 60％程度の商品が正の相関を持

つように変化していった．そこで，正の相関を持つ商品が安定して

推移していた期間中央の 120 日時点において，正の相関を持つ商品

を抽出し，期間毎の価格変動について分析した．  

はじめに最安価格と平均価格に関して，全期間と 60 日から 180 日
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までの期間における価格下落率の標準偏差を調査した．その結果，

全期間に対して，60 日から 180 日までの期間の方が，価格下落率の

標準偏差が小さくなることが確認できた．さらに，最安価格よりも

平均価格の方が標準偏差は狭く，これは， 1 社が提示する最安価格

よりも複数社が提示する平均価格の方が，価格の変動率が小さいこ

とを意味しており，妥当な結果であった．  

次に，個々の商品でも同様の傾向が得られるか確認を行った．今

度は，１日から 60 日と 60 日から 180 日の 2 つの区間に分けて，商

品個々の期間中における価格下落率の平均値と標準偏差の関係につ

いて分析した．その結果，平均価格，最安価格ともに１日から 60 日

の期間よりも 60 日から 180 日の期間の方が，標準偏差が小さくな

ることが確認できた．ただし，価格下落率に関しては後半の期間の

方が大きくなっていた．  

ここまでに得られた結果から，抽出した商品の傾向をまとめる．

これらの商品は，発売直後は価格の下落率は小さく，一方で下落率

のバラツキは大きい．しかし，発売から一定期間経過すると，今度

は価格の下落率が大きくなり，逆に下落率のバラツキは小さくなる

傾向にある．  

最安価格と平均価格における乖離率の推移から，多くの商品で発

売直後よりも一定期間経過後の方が，価格競争圧力が強まることが

推測された．こうした背景と抽出した商品の傾向を分析すると，市

場参加者が少ない方が，価格の下落率は小さい一方で変動は大きく

なり，逆に市場参加者が増えれば，価格の下落率は大きくなり，一

方で変動は小さくなるとことが推察される．  

EC 事業者は，小規模事業者が多く，大量の在庫を一度に保有する

ことなく，都度仕入を行う．このような取引を行う事業者にとって

は，例え商品価格が下落したとしても，一定の割合で下落するのな

らば，将来的な販売計画は立てやすくなる．けれども，価格のバラ

ツキが大きくなると，タイミング次第では高い価格で商品を仕入れ
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ることになったり，安い価格で商品を売ることになったりする可能

性が出てきてしまう．そうしたことからも，最安価格の下落率と平

均価格との乖離率の相関性を分析し，市場の競争状態を推定する手

法は， EC 事業者の仕入・販売価格決定の一助になると考えられる． 

本章では，ひとつのカテゴリのみで分析しているため，どのカテ

ゴリに対しても同様の傾向が得られるかは，追加検証が必要である． 
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第4章   

EC 事業者の取引からみる商品の傾向 

 

事業者にとって最適な取引とは，適切な利益を出すことである．

特に，小売事業者にとっては，商品を安く仕入れて高く売ることが

最適な取引と言える．  

一般的に商品価格は，時間とともに下落していく．けれども，2 章

でも説明したように，EC 市場においては，商品価格が短期的に上下

を繰り返すことは珍しいことではない [Mizuno & Watanabe 13]．さら

に，EC 市場に参加している事業者は小規模事業者であることが多く，

資金的な面や倉庫事情の観点から，一度に大量の在庫を保有するこ

とは少ない．そのため，既存の在庫が無くなり次第，次の仕入を行

うといった取引を行う事業者が多くみられる．このことからも， EC

事業者が相場のトレンドを知ることは，熾烈な競争を勝ち抜く上で

重要なファクターとなる．  

例えば，商品価格のトレンドを考えたとき，季節的な要因で動く

商品もあれば，新モデルの発売サイクルで動く商品もある．また，

低価格商品と高価格商品では，トレンドが異なるかもしれない．さ

らに，価格だけではなく，利益についてもトレンドがあるかもしれ

ない．  

 そこで本章では，価格 .com の価格情報を指標として，仕入・販売

価格の決定を行う EC 事業者の販売データを分析することにした．具

体的には，販売開始から一定期間経過した商品について，販売価格

と粗利の関係性からグループ分けを行い，特徴と傾向を抽出するこ

とを目的としている．粗利とは，販売価格から仕入価格を差し引い

たものである．  
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4.1 分析対象  

 

対象の EC 事業者は，取扱商品数が約 30 万点，年商 50 億円規模の

企業であり，価格 .com に商品価格を掲載している事業者の中では中

堅に位置する．  

この企業が実際に行ったノートパソコンの仕入・販売データを分

析対象とした．表 4.1 に分析対象の概要を示す．データの集計期間

は 2010 年 10 月～ 2017 年 7 月であり，約 7 年分の取引データを取得

した．商品数は 1017 点であり，この期間における仕入数は 16,894

件，販売数 31,205 件である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象(カテゴリ) ノートパソコン
集計期間 2010年10月~2017年7月
商品数 1,017点
仕入数 16,894件
販売数 31,205件

表 4.1 調査対象の概要  



56 
 
 

4.2 分析手順  

 

本章では以下の手順で，商品価格の変動について分析する．  

まず，(1) 粗利と販売価格の変化率に着目し，販売開始 30 日時点

の相関関係を調査し， (2) 相関度合いに応じてクラスタリングを実

施．(3) 得られたクラスタの時間経過に伴う傾向を調査・分析．(4)

各クラスタに属する商品の特徴を調査． (5) これまでに得られた結

果を考察する．  

 

(1)  初回取引における販売価格・粗利額を基準として，その変化   

率を観測する．販売価格変化率と粗利変化率の計算方法について

説明する．販売価格変化率とは，例えば，初回の販売価格が 10 万

円であった商品が，次回の販売時に 9 万円に下がったとすれば，

販売価格変化率は (9 万円－ 10 万円 )÷10 万円×100＝－ 10％とな

る．一方で，粗利変化率は，次のように算出している．例えば，

初回の仕入価格が 9 万円で初回の販売価格が 10 万円だとすれば，

初回の粗利額は 10 万円－ 9 万円＝１万円となる．次回の仕入価格

が 9 万円で次回の販売価格が 9.8 万円だとすれば，次回の粗利額

は 9.8 万円― 9 万円＝ 0.8 万円となる．そして，この時の粗利変化

率は (0.8 万円－ 1 万円 )÷1 万円×100＝－ 20％となる．さらに補

足すれば，粗利変化率が増加したからといって，粗利率が増加す

るとは限らないことには注意が必要である．ここでの粗利変化率

とは，あくまでも初回の粗利額に対して，ある時点の利益額がど

う変化したかをみるための指標である．企業は，仕入価格に対し

て一定の利益率を乗せて販売を行う．本来，粗利率は企業秘密で

あるため，このように粗利変化率を表現したのは，調査対象企業

の粗利率をさらさないための配慮であることには留意して頂きた

い．  
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(2)  クラスタリング手法には， K-means 法を用いた．クラスタ数

は，エルボー法を目安に決定し，クラスタリングした結果を目視

で確認しながら，外れ値と思われる商品を除去して最終的なクラ

スタ数を決定した．  

 

(3)  クラスタのセントロイド (重心 )の時間経過に伴う推移を，粗

利変化率と価格変化率のそれぞれの軸で観測し，各クラスタの全

体的な傾向を分析した．また，合わせてセントロイドからの標準

偏差の比較を行った．  

 

(4)  各クラスタに振分けられた商品価格を累積相対度数で表し，

比較を行った．  

 

(5)  各クラスタの時間経過に伴う傾向と，商品の価格帯について

考察した．  
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4.3 分析結果  

 

4.3.1 粗利と販売価格の関係  

 

新商品が発売された直後は，EC 市場においても定価を基準として

仕入・販売価格を決定する事業者が多い．その後は，参入事業者の

増加や需要と供給のバランスによって価格は上下する．こうした背

景を踏まえ，発売直後に取引された販売価格・粗利を基準として，

その変化率を観測した．  

図 4.1 は，販売開始から 30 日経過した時点のデータである．縦軸

は販売価格の変化率，横軸は粗利の変化率を示している．図中グレ

ーの丸印は，初回取引と期間中における最終取引を比較した変化率，

黒の丸印は初回取引と期間中における取引の平均を比較した変化率

である．どちらも傾向に大差はなく，初回取引に対して粗利が増加

した商品ほど販売価格は下がりづらい結果となった．このことから，

販売開始 30 日時点においては，販売価格と粗利に一定の相関性があ

ることが確認できた．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 販売価格と粗利の関係  
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4.3.2 クラスタリングによる分類  

 

図 4.1 の結果を受けて，販売価格変化率と粗利変化率の要素でグ

ループ分けを行い，時間経過に伴う変化を分析することにした．グ

ループ分けに当たっては，クラスタリング手法を用いた．  

まず，クラスタリングの説明を簡単にする．クラスタリングには

多くの手法が存在しているが，大きく分けると階層型と非階層型の

2 つに分類される．階層型は，特徴の似ている集団をクラスタ化す

る手法であり，樹形図のような階層的構造をもつ．非階層型は，予

め与えられたクラスタ数から似ている集団を抽出する手法である．

クラスタとは，クラスタリングにより分割された集団のことを指す． 

本章においては，非階層型の K-means 法を選択した． K-means 法

は，クラスタ個数を任意に決めて実行できることに加え，結果をみ

ることによって，視覚的にも傾向が把握しやすいと判断したためで

ある [Tibshirani  etal .  01]．また，クラスタ数の目安はエルボー法を基

準として決定した．ただし，その合理性を確認するために，クラス

タ個数は可変させて，最適なクラスタ数を探索した．エルボー法と

は，クラスタ内誤差平方和 (SSE)をプロットし，SSE 値が急降下また

は飽和する点を最適クラスタ数とするとする手法である [Kamishima 

03]．  

図 4.2 に，クラスタ数決定の目安に用いたエルボー図を示す．縦

軸の Distortion は SSE 値を示し，横軸はクラスタ数である．図の結

果から，初めにクラスタ数を 8 個に指定し， K-means 法を実施した

ところ，極端に個数の少ないグループに属している商品が現れた．

そのため，それらの商品は外れ値とみなし，それらを除外すること

を繰り返し行った．その結果，クラスタ数を 4 個にしたところ，各

クラスタに属する商品のバランスが取れた．この作業により， 4 個

のクラスタに含まれない外れ値となった商品は 90 個となり，全商品

の 8.8%であった．  
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図 4.3 に 4 個のクラスタを指定し， K-means 法でクラスタリング

を行った結果を示す．縦軸は販売価格の変化率，横軸は粗利の変化

率である．各軸の変化率は，初回取引からの変化率を示している．

図中，左側から，クラスタ 0，クラスタ 1，クラスタ 2，クラスタ 3

の順に並んでいる．各クラスタに振分けられた商品数は，クラスタ

0 は 192 個，クラスタ 1 は 202 個，クラスタ 2 は 431 個，クラスタ

3 は 102 個となった．星印は，各クラスタの重心である．  

 

図 4.2 クラスタ数決定の目安 (エルボー図 )  
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図 4.3 クラスタリング結果 (販売開始 30 日時点 )  

  

4.3.3 クラスタ重心の傾向  

 

各クラスタにおける経時変化の傾向を調べるため，クラスタリン

グを行った販売開始 30 日を起点として， 15 日刻みで 120 日までの

重心推移を調べた．ただし，データ集計にあたっては，各商品の販

売期間が異なることから，販売が終了した場合は，その時点までの

データを取り扱うこととした．販売開始から 120 日時点において，

販売を継続していた商品数は 636 であり，当初に比べて 37.5％が販

売終了となった．その後は，販売が停滞する商品数が増加傾向にあ

り，販売を継続する商品数も大幅に減少していくことから，集計期

間は 120 日までとした．はじめに販売価格変化率，次に粗利変化率

について説明する．  
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図 4.4 に販売価格変化率の重心推移を示す．縦軸は販売価格変化

率，横軸は販売開始からの経過日数である．まず，全体的な傾向と

して，販売価格は全クラスタで下落していることが確認できる．次

に，クラスタ間の傾向を比較する．クラスタリング実施時点で価格

下落が小さかったクラスタ 2，クラスタ 3 は，120 日時点において当

初の販売価格から 4%程度の下落となった．一方，クラスタリング時

点で価格下落が大きかったクラスタ 0，クラスタ 1 は 120 日時点に

おいて当初の販売価格から 8%程度の下落となった．さらに，クラス

タリング実施時点で最も価格下落の小さかったクラスタ 3 と最も価

格下落の大きかったクラスタ 0 を比較すると，30 日以降の下落率に

関してはクラスタ 3 の方が大きくなっていた．  

図 4.5 に粗利変化率の重心推移を示す．縦軸は粗利変化率，横軸

は販売開始からの経過日数である．クラスタ 0 とクラスタ 1 は，初

回取引時に比べて粗利額が減少した商品群であり，クラスタ 2 とク

ラスタ 3 は初回取引時に比べて粗利額が増加した商品群である．こ

れらのクラスタの 30 日以降の推移を比較する．クラスタリング実施

時点で初回取引時よりも粗利額が増加したクラスタ 2，クラスタ 3

に属する商品は，その後も初回取引時よりも高水準の粗利率を維持

して推移していた．一方で，クラスタリング実施時点で粗利額が減

少したクラスタ 0，クラスタ 2 に属する商品は，その後も初回取引

時よりも低水準の粗利率で推移していた．しかし，30 日以降の推移

を比較すると，クラスタリング実施時点で最も粗利額が増加してい

たクラスタ 3 が横ばいで推移している一方，最も粗利額が減少して

いたクラスタ 0 では， 20％ほどの増加がみられた．その他のクラス

タにおいては，明確な方向感は出ていなかった．クラスタ 1 は， 30

日から 75 日くらいまでは粗利額が増加傾向にあったが，その後は若

干減少傾向となり，120 日時点では 30 日時点と同水準であった．ク

ラスタ 2 は，45 日時点では 10%ほど増加したが，その後は 75 日まで
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減少を続けて 30 日時点と同水準になった．しかし，その後大きく増

加を続けて 120 日時点では， 20％ほどの増加となった．  

 

図 4.4 各クラスタの重心推移 (販売価格変化率 )  

 

 

図 4.5 各クラスタの重心推移 (粗利変化率 )   
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4.3.4 重心からのバラツキ 

 

4.4.3 項では，各クラスタの経時変化による傾向を調べるために，

時間経過にともなう重心推移を調べた．本項では，クラスタ重心か

らの価格と粗利率のバラツキ推移について調べる．バラツキは，標

準偏差を求めることによって確認した． 4.3.3 項と同様に販売開始

30 日時点を起点として，15 日刻みで 120 日時点まで調査した．はじ

めに販売価格変化率，次に粗利変化率について説明する．  

図 4.6 に販売価格変化率における重心からのバラツキ推移を示す．

縦軸は標準偏差，横軸は販売開始からの経過日数である．  

全てのクラスタにおいて，標準偏差は時間経過とともに大きくな

っており，時間経過とともに重心からのバラツキが大きくなること

が確認できる．さらに，クラスタ間の傾向を比較すると，30 日時点

においては，クラスタ 2 の標準偏差は 2％程度で最も小さく，クラ

スタ 0 の標準偏差は 5％程度で最も大きかった． 120 日時点におい

ては，クラスタ 0 の標準偏差は 8％程度で最も大きく，クラスタ 1

の標準偏差は 7％程度で最も小さかった．これらの結果から，クラ

スタ間でのバラツキ推移には，大きな差は認められなかった．  

図 4.7 に粗利変化率における重心からのバラツキ推移を示す．縦

軸は粗利変化率，横軸は販売開始からの経過日数である．  

こちらは，販売価格変化率とは異なり，標準偏差が全体的に大き

いことが特徴的である．30 日以降のクラスタ間の傾向を比較すると，

2 つのグループに分けて捉えることができる．クラスタリング実施

時点において，粗利額が増加していたクラスタ 2，クラスタ 3 では

標準偏差は時間経過とともに大きくなる傾向にあり，逆にクラスタ

リング実施時点で粗利額が減少していたクラスタ 0，クラスタ 1 で

は標準偏差は横ばい傾向にあった．このことは，販売価格変化率の

バラツキと合わせて考えれば，クラスタ 0，クラスタ 1 の方が，ク
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ラスタ 2，クラスタ 3 よりも， 30 日以降，仕入のバラツキが小さい

ことを示している．  

 
図 4.6 重心からの標準偏差推移 (販売価格変化率 )  

 
図 4.7 重心からの標準偏差推移 (粗利変化率 )  
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4.3.5 商品の価格帯  

 

4.4.3 項，4.4.4 項の結果から，クラスタリング実施時点とその後

の経時変化を比較すると，全体的な傾向としては大きく 2 つのグル

ープに分けて捉えることができることが分かった．そこで，それら

のクラスタに属する商品の販売当初の価格帯を調べることにした．  

図 4.8 に各クラスタに属する商品の価格帯を示す．縦軸は累積相

対度数，横軸は販売当初の販売価格である．  

図 4.8 の結果から，商品の価格帯は，明確に 2 つのグループに分

かれていた．クラスタ 0，クラスタ 1 のグループと，クラスタ 2，ク

ラスタ 3 のグループである．   

2 つのグループの価格帯を分析する．クラスタ 0，クラスタ 1 のグ

ループは，当初の販売価格が 10 万円以下の商品が全体の 40％を占

めている一方，クラスタ 2，クラスタ 3 のグループは， 10 万円以下

の商品が全体の 60％となっている．クラスタを構成している商品価

格の 60％水準で比較すると，クラスタ 0，クラスタ 1 は 15 万円程度

までで全体の 60％を占めているのに対し，クラスタ 2，クラスタ 3

は 10 万円程度で全体の 60％を構成している．つまり，この水準で

比較した場合， 5 万円程度の差が出ていることになる．  

本章においては，ノートパソコンのカテゴリを分析対象としてい

る，仮に 10 万円と 15 万円のノートパソコンを比較すれば，その価

格差はスペックの差と捉えることができる．そして，これまでの結

果から 2 つに分かれたグループ同士で，粗利変化率に関する経時変

化の傾向が類似していることが分かっている．つまり，ここまでの

結果を総合的に考えれば，これらの傾向には商品の価格帯が強く影

響していることが推測される．  
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図 4.8 クラスタ別の価格分布  
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4.4 考察  

 

初回取引と販売開始 30 日時点での取引を比較すると，多くの商品

で販売価格変化率と粗利変化率に相関がみられた．この時点では，

販売価格が下がりづらい商品ほど，粗利額は大きくなる傾向にあっ

た．商品の発売当初は，定価をベースにした取引が行われるため，

販売価格が下がりにくい商品ほど，粗利額が大きくなるのは当然の

結果であると言える．ただし，EC 事業者は小規模事業者が多く，一

度に大量仕入れを行わず，既存の在庫が無くなり次第，次の仕入を

行う．そのため，発売開始から一定期間を経過した後においては，

販売価格に合わせて仕入価格も変動していくことになる．そうした

ことから，発売当初とは傾向が異なっていくと考えられる．  

そこで，販売開始 30 日時点の販売価格変化率と粗利変化率の相関

関係から， K-means 法を用いて 4 つのクラスタに分類し，各クラス

タの経時変化による傾向を探索した．ここからは，両極のクラスタ

を中心に特徴と傾向について考察を行う．販売開始 30 日時点で，販

売価格と粗利の下落率が最も大きかったのがクラスタ 0 であり，最

も小さかったのがクラスタ 3 である．  

まず，各クラスタに共通した特徴を整理する．販売価格変化率に

関しては，販売開始 30 日以降，全てのクラスタで右肩下がりに推移

していることが確認された．このことに関しては，一般的な事象と

して捉えることができる．さらに，重心からの標準偏差の推移に関

してもクラスタ間に大きな差は見られなかった．粗利変化率に関し

ては，全てのクラスタで販売価格変化率よりも変動率が大きいこと

が確認された．そもそも，小売業の場合，粗利は販売価格の数％～

数十％程度であるため，販売価格が数％動くだけでもその影響は大

きいものとなる．さらに，販売価格と仕入価格の変化率が同じであ

れば，粗利変化率は販売価格変化率と一致する．しかし，都度，仕
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入を行う EC 事業者にとっては，仕入価格と販売価格は毎度変わるた

め，この結果は当然であると言える．  

次に，クラスタ 0 とクラスタ 3 の傾向について整理する．販売開

始 30 日以降を比較すると，販売価格の下落率はクラスタ 0 よりも

クラスタ 3 の方が大きくなっていた．粗利変化率に関しては，クラ

スタ 0 が増加傾向であるのに対し，クラスタ 3 は横ばいでの推移と

なった．さらに，粗利変化率の重心からの標準偏差においては，ク

ラスタ 0 が横ばいで推移する一方で，クラスタ 3 は時間とともに大

きくなっていた．これらのことから，販売開始 30 日以降において

は，クラスタ 0 の方がクラスタ 3 よりも仕入価格が安定し，さらに

は販売価格の下落に関しても緩やかであることが言える．  

そこで，この差についての要因を探索するべく，クラスタ 0 とク

ラスタ 3 における商品の価格帯構成を累積相対度数で比較した．全

体の 60％水準で比較すると，クラスタ 0 は 15 万円，クラスタ 3 は

10 万円となり，クラスタ 0 の方が高価格帯の商品が多く含まれてい

ることが分かった．本章では，ノートパソコンを調査対象としてお

り，この価格差は機能面での差と捉えることができる．  

つまり，このような傾向差が現れた背景を総合的に考えれば，価

格帯の影響が大きく，それは即ち機能面での差に起因したものであ

ることが推測される．一般的に，普及モデルは発売当初から消費者

にとって手の届きやすい価格設定になっている．その一方，高スペ

ックモデルは発売当初には手の届きやすい価格設定にはなっていな

い．けれども，時間の経過によって高スペックモデルの価格が下が

り，値ごろ感に合わせて需要が出てくると考えれば，こうした傾向

は理論的に説明できる．  

表 4.2 に各クラスタにおける商品価格構成と粗利傾向の比較をま

とめたものを示す．両極に挟まれたクラスタ 1 やクラスタ 2 では，

観測期間中の推移にはっきりとした傾向がみられない部分もあった．

特に，クラスタ 2 の傾向にバラツキがみられたのは，商品数の多さ
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による影響も考えられる．この点において，精度を上げた検証を行

うためには，クラスタ 2 をさらに分割することも検討材料になる．

けれども，両極に位置するクラスタ 0 とクラスタ 3 を比較すると，

明確な差が表れていることから，こうした傾向は明らかであると考

えられる．   

EC 事業者の立場になれば，販売価格や仕入価格の変動が大きいこ

とは，販売計画を立てる上では不確定要素が大きくなる．そのため，

販売開始 30 日以降の取引においては，クラスタ 0 の方がクラスタ 3

よりも取り扱いやすい商品群であると考えられる．   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.2 商品価格構成と粗利傾向の比較  
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4.5 まとめ 

 

本章では，ノートパソコンを調査対象として，EC 事業者が実際に

取引した仕入・販売価格を基に分析を行った．対象の EC 事業者は，

価格比較サイトの価格情報から，仕入・販売価格の決定をしている．

そこで，該当商品の取引に関して，約 7 年分のデータを取得した．  

事業者にとって，粗利とは取引の成績として重要な指標である．

その観点から，販売価格と粗利の関係に着目し，それらの経時変化

による特徴と傾向を抽出することを目的とした．  

まず，販売価格と粗利に関しての相関を確認するため，商品が発

売されてから最初の取引を基準として，30 日時点までに行った最終

取引を比較した．その結果，販売価格の変化率と粗利の変化率には

相関が見られた．そこで，それらの相関度合いを基にクラスタリン

グを行い，商品群を 4 つのクラスタに分類した．そして， 4 つのク

ラスタの 30 日以降における販売価格変化率と粗利変化率の経時変

化を分析した．  

その結果，商品の価格帯によって，販売価格の下落率や，仕入価

格のバラツキ傾向が異なる可能性が高いことが分かった．具体的に

は，高価格モデルは汎用モデルと比較して，販売開始 30 日以前は，

価格の下落が大きいが，それ以降においては，価格下落率が小さく，

仕入価格が安定する傾向にあった．  

EC 市場では，商品価格は時間単位で変動する．さらに，価格は上

がることもあれば下がることもある．EC 事業者は小規模事業者であ

ることが多く，大量の在庫を保有していることは少ない．そのため，

既存の在庫が無くなると，都度，仕入を行って販売することを繰り

返す．そのような市場環境において，EC 事業者が販売計画を立てる

には，どのタイミングで仕入価格を決定し，それをいつまでに売れ

ば利益が確保できるか検討することは重要である．こうした背景か
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らも，本章で得られた結果は，EC 事業者の仕入・販売価格決定の一

指標となることが期待される．  

ただし，本章の結果は，ノートパソコンを対象としたものであり，

異なるカテゴリにおいての適用範囲については，検証が必要である． 
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第5章   

粗利傾向と商品のライフサイクル 

 

一般的に，事業者が利益を確保しながら売上を伸ばすためには，

商品の価格設定と販売の回転率を考慮しなくてはならない．価格設

定が相場よりも高ければ，利益が増加する一方で販売の回転率は落

ちる．逆に価格設定が相場よりも低ければ，利益は減るが販売の回

転率は高まる．適切な価格設定とは，これらのバランスを考慮して，

売上・利益を最大化させることである [Nagata 74a，74b]．  

EC 事業者に限らず，事業者は利益を目的に営業活動をしている．

同一事業を営んでいるにも関わらず，売上高に対する利益率が毎期

違うようでは，安定した企業活動は営めない．頻繁に相場が変動し，

市場価格が安定しない EC 市場において，事業者はどのような取引を

行って利益率を一定範囲に収束させているのだろうか．本章では，

まず，その点についての確認を行う．  

また，前章においては，販売価格と粗利額における変化率の相関

度合いから， 4 つのクラスタに分けて，それらの時間経過に伴う重

心の傾向を探索した．本章においては，それらのクラスタに属する

商品個々の粗利額の増減推移について分析し，さらには，製造者の

ブランドによる影響があるのかについても分析を行う．  

製品にはライフサイクルという概念があり，いま売れている商品

がいつまでも売れるわけではない．また，製品によって，ライフサ

イクルは異なることが想定される．それは，例えば，製品の発売サ

イクルや機能面での影響があるかもしれない．そうしたことから，

本章では，メーカーなどのブランドによる影響，販売価格や粗利の

傾向を踏まえた上で，製品のライフサイクルを推定する手法を提案

する．  
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5.1 分析対象  

 

本章においては，前章でクラスタ分けされた 927 点のノートパソ

コンを分析対象とした．   

表 5.1 に，各クラスタの特徴を示す．各クラスタに属する商品数

と，初回取引に対して販売開始 30 日時点における粗利額と販売価格

の変化率をまとめた．  

クラスタ 0 は，販売開始から 30 日時点で最も販売価格・粗利額が

減少したクラスタであり，クラスタ 3 は，販売開始から 30 日時点で

最も販売価格・粗利額ともに増加したクラスタである．  

表 5.2 に各クラスタに振分けられたメーカー毎の商品数を示す．

本章では，メーカーのブランド力の差がクラスタの傾向に影響を及

ぼしているか確認する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.1 クラスタの特徴 (販売開始 30 日時点 )  
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表 5.2 クラスタの特徴 (メーカー構成 )  
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5.2 分析手順  

 

本章では以下の手順で，商品価格の変動について分析する．まず，

(1) EC 事業者の仕入・販売価格の決定方法について確認した上で，

粗利率の標準偏差の推移について調査し， (2) 前章で得られたクラ

スタに属する個々の商品の粗利の増減推移について観測する． (3) 

各クラスタに振分けられたメーカーと価格帯の調査・分析を行う．

(4) これまでに得られた結果を考察する．  

 

(1)  価格比較サイトの最安価格に対して，仕入・販売価格がどの

ように決定されているか，実際の取引から確認した．また，合

わせて粗利率の標準偏差の推移を確認した．粗利率は，次の計

算式により算出している．粗利率 (％ )＝（販売価格―仕入価格）

÷販売価格×100．  

 

(2)  前章では，各クラスタのセントロイド (重心 )の傾向を分析し

たが，本章では各クラスタに属する商品個々の粗利の増減推移

について分析した．  

 

(3)  前章では，各クラスタに振分けられた商品の価格帯のみを調

査したが，本章ではメーカー構成を合わせて調査した．  

 

(4)  これまでに得られた結果を，商品のライフサイクルの観点か

ら分析し，考察を行った．  
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5.3 分析結果  

 

5.3.1 粗利率の標準偏差  

 

調査対象の EC 事業者において，粗利率の標準偏差が時間経過とと

もにどのような推移をしているのか，また，どうしてそのような推

移になるかについて分析を行う．  

図 5.1 に，この EC 事業者が実際に行った取引の一例を示す．縦軸

は金額，横軸は日付である．図中の四角は価格 .com の最安価格，バ

ツは仕入価格，丸は販売価格である．  

図 5.1 において，①と②はそれぞれ価格 .com の最安価格が横ばい

で推移している期間である．ただし，①の期間の最安価格は 10 万円

前後，②の期間の最安価格は 9 万円前後になっている．EC 事業者の

行った仕入価格をみると，どちらの期間においても常に最安価格近

傍で仕入れを行っていることが分かる．そして，販売価格は最安価

格よりも高くなるように設定されている．  

EC 事業者は小規模事業者が多く，一度に大量の在庫を仕入られる

資金力を持っているところは少ない．そのため，既存の在庫が無く

なれば新たに仕入を行う．このような取引手法が，結果として価格

変動による影響を軽微なものにし，粗利率の変動を抑える一要因と

なっている．このことを確認するため，この EC 事業者が行った取引

について，販売価格，仕入価格，粗利率について標準偏差の推移を

確認した．  

図 5.2 は分析対象の商品について，販売価格，仕入価格，粗利率

の標準偏差推移を調べたものである．縦軸は標準偏差，横軸は経過

日数を示す．図中の四角は販売価格，バツは仕入価格，丸は粗利率

である．  

集計期間における標準偏差の平均値は，販売価格 7.7%，仕入価格

4.2%，粗利率 2.8%となった．この結果は，販売価格や仕入価格と比
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較して，粗利率の方が安定していることを示している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 EC 事業者の仕入・販売価格  

図 5.2 粗利率の標準偏差  

①  ②  
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5.3.2 粗利増減割合の推移  

 

前項では，EC 事業者の粗利率がどのような変動で推移しているか

確認を行った．そして，販売価格の変動は大きいにも関わらず，粗

利率のバラツキが抑えられているのは，取引の回数が一要因になっ

ていることを説明した．それでは，どの商品においても取引回数が

多ければ，粗利率は安定するのだろうか．  

そこで本項では，前章でグループ分けされた各クラスタに属する

商品個々の粗利が，時間経過によってどのように増減するのか，ク

ラスタ毎に特徴はあるのかについて調査を行った．  

図 5.3 から図 5.6 に，クラスタ 0 からクラスタ 3 に属する商品

個々の粗利に関して，増減推移を示す．縦軸はクラスタ内での増減

割合，横軸は期間である．さらに，図中の丸は粗利が増加した商品，

四角は粗利が減少した商品，バツは変化なしの商品である．  

クラスタ 0 は，販売開始 30 日時点において，初回販売時と比較し

て最も粗利が減少したグループである．しかし，30 日以降の経時変

化においては， 4 クラスタ中で最も粗利の増加する商品が多く，商

品の 60％超で粗利額の増加となり，30％程度が粗利額の減少となっ

た．  

クラスタ 1 は，販売開始 30 日時点においては，クラスタ 0 の次

に，初回販売時と比較して粗利額が減少したグループである．この

グループの 30 日以降の経時変化においては，商品の約 50％が粗利

額の増加となり，約 50％が粗利額の減少となった．  

クラスタ 2 は， 4 クラスタの中では最もサンプルの多いクラスタ

であり，販売開始 30 日時点においては，初回販売時と比較してやや

粗利額が増加した商品を多く含むグループである．このクラスタの

30 日以降の経時変化においては，商品の 30％強が粗利額の増加とな

り， 50％強が粗利額の減少となった．  

クラスタ 3 は，販売開始 30 日時点においては，初回販売時と比較
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して最も粗利額の増加したグループである．このクラスタの 30 日以

降の経時変化においては，商品の 30％弱が粗利額の増加となり，

60％超が粗利額の減少となった．  

粗利額が変化しない商品の割合に関しては，いずれのクラスタに

おいても期間と共に減少しており， 120 日時点においては 10％を切

る水準となっていた．  

これらの結果から，販売開始 30 日以降，クラスタ 0 では明らかに

粗利額が増加する商品の割合が増えているのに対して，クラスタ 3

では明らかに粗利額の減少する商品の割合が増えており，両者は正

反対の傾向を示していると言える．これに対して，クラスタ 1 とク

ラスタ 2 においては，粗利額が増加する商品の割合と減少する商品

の割合がそれぞれ増えていた．ただし，クラスタ 1 では，その割合

が拮抗しているのに対し，クラスタ 2 では粗利が減少する商品の割

合の方が増えていた，  

 クラスタ 1 とクラスタ 2 に関しては，はっきりとした傾向を捉

えることは難しいが，クラスタ 1 はクラスタ 0 に近い傾向を，クラ

スタ 2 はクラスタ 3 に近い傾向を示していたと言える．このことか

ら，クラスタ 1 とクラスタ 2 は，両極のクラスタの特徴を持つ商品

が混じり合っていることが推測される．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



81 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3 粗利増減割合の推移 (クラスタ 0) 

図 5.4 粗利増減割合の推移 (クラスタ 1) 
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図 5.5 粗利増減割合の推移 (クラスタ 2) 

 

図 5.6 粗利増減割合の推移 (クラスタ 3) 
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5.3.3 メーカーと価格構成  

 

 前項の結果から，クラスタ 0 とクラスタ 3 では，明確に傾向が分

かれていた．そのため，今度は，クラスタ 0 とクラスタ 3 に属する

商品について，メーカー別に価格帯構成を調査することにした．  

 まず図 5.7 に，メーカー別の価格帯に関して，累積相対度数で比

較したものを示す．縦軸は累積相対度数，横軸は価格である．  

図 5.7 より，低価格帯は acer，ASUS，HP，Lenovo などの海外メー

カーが多く，汎用モデルの価格帯では SONY，東芝，富士通， NEC と

いった国内メーカーが多いことが分かる．さらに，高価格帯には

Apple やパナソニックが多い傾向にあった．  

これらのメーカーが，クラスタ 0 とクラスタ 3 にどのように分類

されているかを調査した．図 5.8 と図 5.9 に，それぞれのクラスタ

における，メーカー毎の価格帯を累積相対度数で示す．縦軸は累積

相対度数，横軸は価格である．  

図 5.8 と図 5.9 を比較すると，同じメーカー同士でもクラスタ 0

の方がクラスタ 3 と比較して高価格帯が多いことが分かる．さらに，

クラスタ内における，低価格モデル，汎用モデル，高価格モデルの

比率を比較した．  

表 5.2 にクラスタ 0 とクラスタ 3 の比較を示す．低価格モデルの

構成比率を比較すると，クラスタ 0 が 10.94％であるのに対し，ク

ラスタ 3 では，26.73％となっており，クラスタ 3 の方が低価格モデ

ルの比率が高い．さらに，高価格モデルの構成比率においては，ク

ラスタ 0 が 31.77％であるのに対し，クラスタ 3 では，27.72％とな

っており，クラスタ 0 の方が高価格モデルの比率が高いことが分か

る．  

クラスタ同士で商品数が異なるため，単純な比較はできない部分

もある．けれども，図 5.8 と図 5.9 の結果と表 5.1 の結果を合わせ

て考えれば，商品の価格帯と粗利の傾向に密接な関係があると考え
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るのは自然である．そして，同一カテゴリ内における商品の価格差

とは，つまり機能面での差と捉えることができる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5.8 メーカーと価格分布 (クラスタ 0) 
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図 5.9 メーカーと価格分布 (クラスタ 3) 
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5.4 考察  

 

本章においては，まず，粗利率の変動が販売価格や仕入価格より

も小さいこと，及びその背景を確認した．さらに 4 章でグループ分

けを行った各クラスタに関して，時間経過に伴う商品個々の粗利額

の増減割合を調査した．加えて，各クラスタに分類されたメーカー

と価格帯の関連について調査した．  

その結果，販売開始 30 日時点において，粗利額が最も減少してい

たクラスタ 0 では，その後，粗利額が増える商品の割合が増加傾向

にあった．一方，販売開始 30 日時点において，粗利額が最も増加し

ていたクラスタ 3 では，その後，粗利額が減る商品割合が増加傾向

にあった．4 章では，クラスタの重心推移の傾向を調査したが，商品

個別の傾向もこれと一致していることが確認できた．加えて，粗利

率の変動が小さいにも関わらず，粗利額が減るということは，販売

価格が減少していることになる．例えば，10 万円で販売した商品の

粗利率が 10％だとすれば，この時の粗利額は 1 万円となる．同じ商

品が値下がりして，9 万円となり，前回と同じ粗利率だとすれば，9

千円の粗利額となり，粗利額は減少することになる．このことも，

4 章で確認したクラスタにおける，価格下落率の重心推移の傾向と

一致していることが確認できた．   

さらに，クラスタ 0 とクラスタ 3 に分類された商品のメーカーを

調査した．4 章の結果から，クラスタの価格傾向としては，クラスタ

0 の方が，クラスタ 3 よりも高価格帯商品が多い事が分かっている．

この点に関して，同じメーカーの価格帯を比較しても，クラスタ 0

の方が，クラスタ 3 よりも概ね高価格帯であることが分かった．こ

のことから，クラスタの傾向は，メーカーのブランド力に依存する

というよりは，むしろ価格帯の影響の方が大きいであろうことが確

認された．  

2 章の結果から，販売開始初期の方が価格のバラつきが大きいこ
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とが分かっている．このことを踏まえて，これまでの結果を総合的

に考えれば，相場観が形成される時期以降に関しては，高価格帯商

品の方が安定して利益を出しやすい傾向にあると言える．ただし，

あくまでも個別商品の傾向というよりは，クラスタ全体の傾向とし

て捉えている点には注意が必要である．  

マーケティング理論において，製品のライフサイクルは，導入期・

成長期・成熟期・衰退期の 4 段階があるとされている．導入期は製

品の認知度が低く，市場の需要も低い．成長期ではニーズの高まり

とともに供給量も増え，成熟期においてはマーケットの需給が安定

する．衰退期はその言葉が示す通り市場ニーズの低下が起きること

を指す [Kometani 95][Akabane 16a]．そして，製品毎に，ライフサイ

クルは異なる [Asai 94][Akabane 16b]．  

一般に，高価格商品は性能が高く，低価格商品は性能が低い．性

能が高い商品は長期間使われやすい一方，性能が低い商品は陳腐化

が起きやすく，短期間で買い換えられるケースも少なくない．つま

り，高価格帯商品は低価格商品と比較して，製品としてのライフサ

イクルが長くなる傾向にあると考えられる．このことは，商品の価

格帯によって，粗利の傾向に差が出た要因の一つとして捉えること

ができる．  

次に，製品のライフサイクルと粗利の傾向について考えてみる．

一般的に，導入期・衰退期においては，利益は低く，成長期・成熟

期においては，利益は，安定する傾向にあると言われている．つま

り，粗利の傾向を捉えるということは，すなわち，製品のライフサ

イクルの状態を捉えることに等しい．ただし， EC 市場においては，

実店舗やメーカーからみた場合の，製品のライフサイクルとは，異

なる理屈で捉える必要があるかもしれない．この点について考えて

みる．   

全ての商品は，当然にメーカーから出荷される．そして，メーカ

ーが，出荷の都度，卸価格を変更することは考えにくい．さらには，
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通常時において，メーカーが限界利益を下回る卸価格で出荷するこ

ともあり得ない．それなのに，EC 市場では販売価格が大きく変動し

ている．その背景には，メーカーと消費者の間にいる卸・流通・小

売業者のそれぞれが，競争によって利幅を削って凌ぎ合っているこ

とが推察される．   

これまでも説明したように，EC 事業者は，既存の在庫が無くなり

次第，都度，仕入を行う．そのため，仕入価格と販売価格は毎回異

なる．仮に，タイミングよく安く仕入れることができた商品が高く

売れれば，通常よりも大きな利益を得ることができる．けれども，

その逆も起こりえる．そう考えれば，ある程度，価格変動が落ち着

いた状態で需要のある商品の方が，安定的に利益を出せるのは想像

に容易い．こうした観点から，EC 事業者にとっての製品のライフサ

イクルを考えてみる．    

一般的に，高価格モデルよりも低価格モデルや汎用モデルの方が，

流通量は多い．そして，流通量の多い低価格・汎用モデルでは，需

要がある時期の価格競争は激しく，他社よりも高い販売価格を設定

していると，あっという間に値崩れして不良在庫になってしまうこ

とも起こりえる [Nariu etal .  12]．これに対して，流通量の少ない高価

格モデルにおいては，ある程度，値下がりして値ごろ感が出てから

の方が，需要が大きくなっていくと考えられる．そして，流通量の

少なさから，低価格モデルや汎用モデルと比較すれば，価格競争に

巻き込まれにくく，利益が安定しやすいと考えられる．このように

考えれば，EC 事業者にとって，低価格・汎用モデルは製品のライフ

サイクルが短く，逆に高価格モデルは製品のライフサイクルが長く

なると捉えることができる．  

このことを踏まえた上で，クラスタ 0 とクラスタ 3 を中心に，再

度，分析結果を考察する．クラスタ 0 の商品群においては，販売開

始 30 日以降，時間経過とともに粗利の増加する商品割合が増えてい

た．成長期・成熟期においては，粗利が安定しやすい傾向がある．
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そのため，EC 事業者にとっては，販売開始 30 日以降，クラスタ 0 は

成長期・成熟期にある商品を多く含んでいると捉えることができる．  

一方で，クラスタ 3 の商品群においては，販売開始 30 日以降，時

間経過とともに粗利の減少する商品割合が増えていた．衰退期にお

いては，粗利が減少しやすい．そのため，EC 事業者にとっては，販

売開始 30 日以降，クラスタ 3 は衰退期にある商品を多く含んでい

ると捉えることができる．  

このように，粗利変化率と販売価格変化率の相関関係からクラス

タリングすることにより，それら商品のライフサイクルの傾向を知

る事ができる．ただし，これらの傾向は，EC 事業者からみた場合の

傾向であり，立場によって傾向の捉え方が異なる点があることにつ

いては留意が必要である．  

また，その他のクラスタについて補足する，クラスタ 1 はクラス

タ 0 に近い傾向を，クラスタ 2 はクラスタ 3 に近い傾向を示してい

た．そして，価格構成もクラスタ 0 とクラスタ 1 では類似しており，

クラスタ 2 とクラスタ 3 も類似していた．このことからも，こうし

た粗利の傾向は明らかに存在するものと考えられる．  

しかしながら，低価格帯商品だけを集めたからといって，クラス

タ 3 と同様の傾向になるわけではないことは，各クラスタの価格分

布からも想定される．そのため，あくまでも低価格帯商品にそうい

った傾向がある前提に立って，クラスタの傾向を俯瞰する必要があ

る．また，本研究では，この傾向を支持する価格以外の主要因を見

出せなかったが，その他の要因についての追加検証は今後の課題で

ある．  
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5.5 まとめ 

 

本章では，まず，EC 事業者の粗利率に関して，販売価格や仕入価

格よりも標準偏差が小さいことを確認した．販売価格の変動が大き

い EC 市場においても，粗利率が一定に収束するのは，一度に大量仕

入れをすることなく，都度，販売価格の変動に合わせて仕入を行っ

ているためであることを説明した．  

さらに，4 章でグループ分けしたクラスタに属する商品に関して，

販売開始 30 日以降，粗利額が増えているか減っているか，その割合

の推移を調査した．その結果，粗利の増える商品が多いクラスタで

は，高価格帯商品が多く，粗利の減少する商品が多いクラスタでは

低価格帯商品が多いことを確認した．そして，それらのクラスタの

傾向に，商品ブランドが関与しているか調査した．しかし，同じ商

品ブランドにおいても，クラスタ間で価格帯が分かれており，商品

ブランドによる影響は強くはみられなかった．  

3 章の結果と 4 章の結果，そして本章の結果を総合的に考えて，

商品の価格帯が，粗利の傾向に及ぼす影響が大きいと推認されたた

め，その理由について考察をおこなった．これについては，一般的

な製品のライフサイクルの概念を前提としつつ，市場原理を踏まえ

た上で，EC 事業者の立場からみた製品のライフサイクルについて述

べた．そして，クラスタの傾向から製品のライフサイクルを推定し

た．  

本章の研究では，粗利の傾向について，価格帯以外の面で強い支

持要素を発見できていないが，粗利の傾向に差が出るのは，過去の

関連モデルの販売実績や，口コミ評価等による影響も要因として考

えられる [Kondo 16]．こうした要素を加えて検証することは，今後の

課題である．  
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第6章   

結論 

 

本来，商品の価格は，製造コスト，流通コスト，販売コスト，在

庫コスト，商品のブランド力，製造業者のブランド力，競合商品の

価格など，多種多様な要因が複雑に絡まり合って決定される．けれ

ども，最も重要かつ基本的な要因は市場原理と呼ばれる需要と供給

のバランスである [Ueda 98] [Iwamoto 16]．この点において，実市場

と EC 市場では，価格に対する感度が異なる．  

EC 市場では，価格比較サイトが普及しており，価格が比較されや

すい環境が整っている．そのため，EC 事業者は，価格比較サイト上

での価格変化をシグナルとして，市場における需要と供給のバラン

スを推察する．そして，状況に合わせて都度，販売価格の設定を変

更する．多くの EC 事業者が，同様の販売行動をとるため， EC 市場

で売られている商品の価格は，日どころか時間単位で変化すること

も珍しくない．こうした販売手法や価格変化は，実市場では起こっ

ていない．  

さらに，EC 事業者は小規模であることが多く，大量仕入れによる

数量割引によって，仕入単価を下げることは資金的に困難である．

また，大量に在庫を持つことも倉庫事情から困難であるため，自社

の在庫状況を考慮して仕入れを行わざるを得ない．そのため，既存

の在庫が無くなれば新たに仕入を行うことを繰り返す．そして，そ

の際は，価格比較サイトの情報から仕入価格の決定を行う．  

つまり，価格比較サイトが提供している商品価格の情報は，最終

的に顧客に商品を販売する EC 事業者にとって，いまや商品の販売価

格を決定する一指標となる情報を容易に入手する手段となっている．

EC 事業者にとって，商品の販売価格の相場観を得る事ができるとい
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う事は，その商品をいくらで仕入れれば利益を確保できるかの目安

となるため，仕入価格の指標を入手する手段でもある．  

そこで本研究では，EC 事業者が仕入・販売価格を決定する一助と

なるべく，EC 市場における価格変動メカニズムを探索することを目

的とした．そして，価格変動メカニズムの探索に当たっては，価格

比較サイトから得られた価格情報と EC 事業者が実際に取引した価

格情報の両面から分析を行った．  

3 章では，価格比較サイトから入手した最安価格と平均価格の関

係性から，価格変動の要因を探索した．競争原理から考えれば，ま

ず初めに最安価格が下がり，それに連れて平均価格も下がるのが一

般的である．しかし，実際には最安価格と平均価格の変動に相関性

が見られない局面も多い．この要因は，まさに需要と供給の関係か

ら起こるものである．この点に着目して，平均価格に対する最安価

格の乖離率と最安価格下落率の相関関係を分析した．その結果，両

者に正の相関があるとき，商品価格の変動率が小さくなる傾向にあ

ることが分かった．  

4 章では，実際に EC 事業者が行った販売データから，販売価格と

粗利の経時変化による傾向を探索した．一般的には，販売価格が下

落すれば利益は小さくなる．しかし，EC 市場における商品価格は単

純下落とならず，上下に変動しやすい特徴がある．そこで，販売価

格と粗利額の関係に着目した．まず，初回販売時の販売価格と粗利

額を基準として，販売から 30 日時点での変化率をそれぞれ求めた．

次に，販売価格変化率と粗利変化率の相関度に応じてクラスタリン

グを実施し，商品を 4 つのクラスタに分類した．そして，各クラス

タの重心推移から，経時変化による傾向を分析した．その結果，販

売価格の下落率や粗利率の傾向には，商品の価格帯が強く影響して

いることが分かった．  

5 章では，4 章で得られたクラスタについて，商品個々の粗利額の

増減推移と分類された商品のメーカー別における価格帯を調査した．
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そして，本章の結果と 3 章，4 章で得られた結果を総合的に考察し，

クラスタの傾向から製品のライフサイクルを推定した．  

まず，EC 事業者の取引を分析し，粗利率の標準偏差が，販売価格

や仕入価格よりも小さくなることを確認した．また，各クラスタの

粗利額の増減割合推移においては，粗利額が増えるクラスタと減少

するクラスタに分かれており，傾向に差があることが分かった．さ

らに，粗利率が一定で粗利額が減少しているのならば，それは販売

価格が下落していることを意味する．こうした傾向は， 4 章で得ら

れた重心推移の傾向と一致することが確認された．また，各クラス

タに分類されたメーカーブランドの価格帯を比較したところ，クラ

スタ間で価格帯が分かれていた．このことから，粗利傾向に関して

は，メーカーブランドよりも価格帯の方が強く影響を及ぼしている

ことが分かった．  

次に，商品のライフサイクルについて考察を行った．商品のライ

フサイクルとは，需要と供給の関係から導入期・成長期・成熟期・

衰退期の 4 段階に分け，売上・利益の推移を予測したものである．

これまでに得られた結果とクラスタの傾向とを総合的に考えること

で，商品のライフサイクルを推定することができると結論付けた．  

本研究においては，限られたカテゴリと一つの EC 事業者のデータ

を用いて分析を行った．発売サイクルが類似したカテゴリにおいて

は，本研究の分析手法によって，一定の結果を期待できると考えら

れるが，その適用範囲については，今後の課題である．また，過去

の関連モデルの販売実績や，口コミ評価等などの要因を取り入れる

ことでも，精度を上げた検証ができるかもしれない．  

さらに，本研究においては，仕入データなど，企業秘密に該当す

る事項も多いことから，複数の EC 事業者の取引データを分析するこ

とは叶わなかった．これに関しては，中堅の EC 事業者を選定し， 7

年分の取引データを分析することで対応したが，今後，協力してく

れる EC 事業者を増やし，企業間の差も検証したいと考えている．  
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